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1、招集年月日  平成30年9月12日(水) 午前9時00分 開議 

1、招集の場所  多度津町役場  議場 

1、出席議員 

1番  志村 忠昭     2番  塩野 拓二 

3番  金井 浩三     4番  村井 保夫 

5番  隅岡 美子     6番  村岡 清邦 

7番  小川  保     8番  古川 幸義 

9番  村井  勉     10番  尾崎 忠義 

11番  渡邉美喜子     12番  庄野 克宏 

13番  門  瀧雄 

1、欠席議員 

       な  し 

1、地方自治法第121条の規定による出席者 

町    長            丸尾  幸雄 

副 町 長           秋山  俊次 

       教 育 長           田尾     勝 

         会計管理者                 神原  宏一 

町長公室長           山内   剛 

         総務課長             岡部     登 

        政策観光課長          河田  数明 

税務課長             泉   知典 

         住民環境課長          石井  克典 

高齢者保険課長          多田羅 勝弘 

         健康福祉課長           冨木田 笑子 

         建設課長            三谷  勝則 

         産業課長            谷口  賢司 

消防長             阿河  弘次 

          教育課長             竹田  光芳 

1、議会事務局職員 

事務局長               中野  弘之 

             書  記               前原  成俊 

1、審議事項 

    別紙添付のとおり 
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開会 午前 9時00分  

議長（志村 忠昭） 

 おはようございます。 

本日も定刻にご参集をいただきましてありがとうございます。 

ただいま出席議員は13名であります。 

よって、地方自治法第113条の規定により定足数に達しております。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は配付のとおりであります。 

日程第1、会議録署名議員の指名を行います。 

会議規則第125条の規定により、3番、金井浩三君、9番、村井勉君を指名いたし

ます。 

日程第2、一般質問を行います。 

なお、質問者の1人の持ち時間は、質問と答弁時間を合わせて45分以内となって

おります。 

それでは、質問の通告がありますので、順次発言を許可いたします。 

最初に、古川幸義君。 

議員（古川 幸義） 

 皆さん、おはようございます。8番、古川幸義です。 

通告順により次の質問をいたします。 

初めに、今月6日に起きました北海道胆振地方を震源とする震度7の地震で

41名の方が死亡され、また台風21号は9月4日に徳島県南部に上陸、その後兵

庫県神戸市に再上陸し、近畿を中心に猛烈な暴風雨をもたらし、空港などを

含む交通機関に過去にない被害や、各名所旧跡、主たる構造物にも甚大な被

害を与え、10名を超える死者を出す大災害となりました。 

ことしは、ほかにも6月末より7月8日にかけ西日本の広範囲を襲った豪雨によ

り、死者は200人を大きく超え、河川の決壊による家屋の流失、床上浸水な

ど、生々しい爪跡を残す災害となりました。 

平成に入って最悪の豪雨災害となりました。 

この2カ月の間に災害の被害に遭い、亡くなられた方のご冥福と哀悼の意を表

し、被害に遭われた方々に心よりお見舞いを申し上げます。 

それでは、質問に入ります。 

まず最初に、平成31年改選時における町長の所信についてを質問いたしま

す。 

平成23年に町長就任以来、8カ年を務め、残すところ半年足らずとなりまし

た。 

この8年間の期間には、町勢の発展のため限りない努力をされ、町民の皆様方



- 3 - 

より喜ばれていると聞き及んでおります。 

さて、町長が就任当時より特に財政の健全化に取り組まれ、平成29年度会計

決算では、実質収支額が約4億円の黒字決算となる見込みであります。 

この結果も、町長の取り組まれた施策は形となり、よき結果のあらわれと敬

意をあらわす次第であります。 

しかしながら、新庁舎の整備事業、駅周辺開発整備事業、幼稚園統合化な

ど、今後大規模な整備事業の実施により、将来負担率の悪化も当然予想され

ますことから、今後も町政のかじ取りは予断を許せぬ事態であろうかとご推

察いたします。 

そこで、そのようなもろもろを踏まえ、来期の改選に対する町長の所信をお

伺いしたいと思います。 

町長（丸尾 幸雄） 

 古川幸義議員ご質問の平成31年改選時における町長の所信についてにお答

えをしてまいります。 

私が町議会議員のころ、財政が困窮していたため何もできなくて、住民サー

ビスが大きく低下したという時期が約5年ほど続きました。 

そのときに、全ての行政運営は健全な財政運営がベースになると考えました

し、肝に銘じるところでありました。 

町長に就任させていただいてからも、多額の借金を抱えても住民サービスは

向上させなければならない中で、借金を返済しながら借金をしていく苦しい

財政運営を強いられてきました。 

そこで、健全化のためには財政規律は必ず守っていくということ、優先順位

を決めて選択と集中のもとで行うということ、町民皆様の税金を運用してい

く中で費用対効果を高めていくこと、また非常時に備え、財政調整基金を常

に一定額積み立てておくこと、財政を豊かにしていくためには新たな財源を

生み出すことが必要になるなどを頭にたたき込んで、施策、事業に取り組ん

でまいりました。 

優先順位といたしましては、関連性の高い災害に強い安心・安全なまちづく

りと子供の教育環境の充実を第一に考えて施策整備を行っていき、現在耐震

が完了していないのが、役場庁舎と福祉センターを残すだけとなっておりま

す。 

町民の命を守る安心・安全対策として、早急な建てかえが必要だと考えてお

ります。 

議員ご指摘のとおり、これまでは幸いにも健全化を保ってきておりますが、

これからは駅周辺開発整備事業、幼稚園の統合化などの事業が控えておりま

すし、歴史、伝統文化を生かした魅力のあるまちづくりと人づくりを行う中
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で、移住・定住、交流人口をふやしていく地方創生事業も迫ってきておりま

す。 

まだやらなければならないことも山積しておりますので、町政のかじ取りが

難しくなってくることは覚悟の上で、町民皆様のご支持が得られるのであれ

ば3期目の町政を担いたいと考えております。 

町民皆様のご理解とご支持を心からお願いを申し上げて、古川幸義議員のご

質問に対する答弁とさせていただきます。 

議員（古川 幸義） 

 町長の答弁の中に、改選に対し町長は強い決意で挑まれるとうかがえまし

たので、ぜひ改選時後には町民の期待に対し応えられ、また町に起こるべき

将来の課題を克服し、町の発展のためによろしくお願いしたいと思っており

ます。 

そこで、質問ではありませんが、要望を述べさせていただきます。 

町民の不安とするところは、やはり平成19年の将来負担率、318.5という数字

が、あの夕張市により近いところで住民は不安を募らせたときもございまし

た。 

しかしながら、平成25年には将来負担率も108.5へと改善され、その結果は町

長、職員の努力のたまものであると言っても過言ではないかと思われます。 

しかしながら、今後の新庁舎建設の整備事業や駅周辺整備事業など、大型の

事業整備が将来負担率の悪化を予測させるため、過去のような結果にならぬ

ようにお願いしたいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。 

改選も迫り、あとわずかではございますが、ぜひ町民の願いをかなえていた

だきたいと思いますので、それでは次の質問に入ります。 

2点目の質問は、災害発生する前に。 

冒頭に申しました災害についてでありますが、近年は台風の大型化、想定外

の豪雨災害など災害状況は甚大であり、9月6日には北海道にて震度7の地震が

あり、わずか2カ月足らずの間に日本各地で重大災害が発生している現状でご

ざいます。 

本町においても、台風の進路によってはいつでも被災地と同じような事態に

なると言っても過言ではないかと思われます。 

また、南海トラフ地震が近年発生するおそれも否めません。 

そこで次の質問をいたします。 

災害時、避難所への誘導、通告はどういう手順で行われているのか。 

災害時、高齢者等避難準備情報から避難勧告、そして避難指示へと発令され

ていますが、想定される災害規模によって当然ながら市町の判断指示にも違

いが出ております。 
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発令される時間帯や気象条件によって、避難者が避難所に出向く折には、そ

れぞれの事情や状況によって違いが出るのは当然であります。 

したがって、本町では誘導、通告などに課題が多くございましたが、以前よ

り改善されたと思うところはどのようなところか、またどのような成果があ

ったかをあわせてお伺いいたします。 

総務課長（岡部 登） 

 おはようございます。 

古川議員の災害時、避難所への誘導、通告はどういう手順で行われるのかに

ついて答弁をさせていただきます。 

本年7月の豪雨災害のときに、今年度初めて避難指示が本町に出ました。 

これは、住民の方から深夜、裏山の様子がおかしいとの通報があり、情報を

集めた結果、その地区は避難しなければならないとの判断に至ったものでご

ざいます。 

幸い人的被害はなく、翌日の朝には避難者の方は自主的に家に戻ることがで

きました。 

このことは、我々に重要なことを教えてくれています。 

つまり、避難指示が出ていないからといって、決して油断をしてはならない

ということです。 

気象庁も、我々地元の行政も、全ての自然現象を把握することはできませ

ん。 

いつもと違う、何かおかしいなどと感じたときは、自分自身で判断し、早目

に対策をとることが大切です。 

そのようなときに避難する場所のことですが、一般に言われている避難所と

避難場所は違っています。 

我々が開設する避難所は、災害時に家に帰れない人々が生活を送ることがで

きるように、非常食や毛布などの最低限の準備をしているところです。 

先日の台風時にも、多度津中学校体育館と白方小学校体育館に開設いたしま

した。 

それに対して避難場所とは、家の近くにある公園や公民館など、災害時に身

を守るためのスペースのことでございます。 

津波のときには、少しでも早く近くの高い場所に避難する。 

また、地震でさまざまな場所が崩れそうになったり、道路が寸断されたり、

火災が起こったりしたときも、近くの安全なスペースを考えておくなど、家

にいることが危険であると自身が判断したときに一時的に避難する場所のこ

とでございます。 

行政から指示が出ていないからといって何もしない、逆に避難指示が出たか
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ら全員が行政の開設する避難所に行かなければならないといった考えでは、

命は守れません。 

まず、自分の安全確保をその場で行ってください。 

次に、地域で安全を確保できない人を助けてあげてください。 

自分たちで決めた避難場所に避難し、それが長期的になりそうだ、またその

避難場所も危険かもしれないといったときに、行政が開設している避難所に

移動をするというのがスムーズな避難につながります。 

我々は、台風であれば、接近してくる何日も前から情報を収集して、タイム

ラインに沿って準備をしています。 

また、それ以外の災害時でも、収集した情報から導かれた対応を皆さんにお

知らせするようにしております。 

避難対象地区と避難所名を入れた避難準備、高齢者等避難開始などの避難情

報は、防災行政無線での放送、緊急速報メールでの配信、町ホームページへ

の掲載などで周知するようにしております。 

また、テレビなどでもそれらの情報は見ることができるようになっていま

す。 

先ほどの7月豪雨におきましては、職員と消防団員が協力して広報活動、また

住宅一軒一軒に避難の呼びかけと、避難困難者を避難所まで搬送すること

で、無事に対象地区のほとんどの住民の方に避難してもらうことができまし

た。 

また、桜川の内水排除における作業におきましても、職員と消防団員、及び

多度津町防災連絡協議会との協力により、一部道路の冠水はございました

が、大規模な浸水被害は起こりませんでした。 

さらに、職員の水防体制の見直し、排水用エンジンポンプの購入など、さま

ざまな防災体制に係る改善を継続して行っているところであります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（古川 幸義） 

 再質問いたします。 

総務課長が3ページにわたって答弁されましたが、この内容は私ども議員もま

だわかっていないところもたくさんございます。 

我々議会の使命は、住民の方々に行政が行っている内容を事細かくわかりや

すく伝えるのが我々の使命でもありますが、また行政は、この内容を住民の

方々にわかりやすく伝達するのも使命でございます。 

住民が同じ意識を持ってはおりません。 

また、災害の予知レベルも個人個人によって違いますので、今、総務課長が

おっしゃられたことをいかに町民に伝えていくか、これからの課題だと思い
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ますが、そこら辺についてお伺いしたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

総務課長（岡部 登） 

 ただいまの古川議員の再質問にお答えいたします。 

町政報告会等、さまざまな行政と住民の方とのかかわり合いを持つ会がござ

います。 

そういった席で、必ずそういったことに関しましては啓蒙啓発、そういった

ことを継続して行っていきたいと考えております。 

以上でございます。 

議員（古川 幸義） 

 さらに質問をさせていただきます。 

まず、防災無線で今、避難情報が報じられておりますが、いまだに聞こえづ

らく、町はこのシステムに多額の経費がかかっております。 

やはり改良する必要があると思われます。 

町民の皆さん方の声は聞いておりますが、まず伝達方法についても改良の余

地があると思いますが、今後の改良点について答弁をお願いしたいと思いま

す。 

総務課長（岡部 登） 

 古川議員の再質問でございますが、確かにさまざまな気象条件のもとでは

聞こえにくいというふうなことをお聞きしております。 

ですので、男性の声ではなく女性の声にするとか、なるべく聞こえやすいよ

うに今現在は努力をしておるところでございますが、伝達方法につきまして

は、それ以外の方法、スマートフォンでありますとか、そういった若い方だ

けではなくて、今までそういったデジタルデバイスに対しては余り親しみが

ないような方に対しても、今までの電話による問い合わせでありますとか、

そういったことができないか、今そういったいろいろな情報について検討し

ているところでございます。 

以上でございます。 

議員（古川 幸義） 

 さらに再質問させていただきます。 

警報が赤い文字でテレビに、テロップっていうんですかね、映し出されるた

びに思うんですが、近隣の市町は早くから警報とか避難勧告とか避難準備と

かというのが出ておりますが、若干町民の皆さん方も常々思われてる、そう

いうふうな声もお聞きしますが、警報とか避難準備のテレビによる指示が、

若干多度津町は遅いというふうに感じられますが、なぜ多度津町はなかなか

出ないのか、またそれにはいかなる理由があるのか答弁をお願いしたいと思
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います。 

総務課長（岡部 登） 

 ただいまの古川議員の再質問にお答えいたします。 

警報でございますが、警報はその市町に重大な災害が発生するような警報級

の現象が、おおむね3時間から6時間先に予測されるときに気象庁が発表する

ことになっております。 

多度津町の場合、そういった気象条件によって警報が発表されるのが、ほか

の市町に比べて少ないというのであれば、それは多度津町が恵まれていると

いうことではないかと思っております。 

以上です。 

議員（古川 幸義） 

 再質問ではありませんが、少し要望を述べさせていただきます。 

避難指示、または避難勧告、避難準備、それを出すときに、行政側は余りに

も早く出すと実際はその状況にならなくて、いわゆる空振りということもご

ざいます。 

しかし、空振りも、住民の安全・安心を守るためには空振りする勇気も必要

ではないかと思われます。 

これは私の所感でございますので、余り気になさらずに、今後そういうふう

な意見もあるということを踏まえて、指示のほうとか警告の発令のほうをよ

ろしくお願いしたいと思います。 

次に続きまして、2点目の避難所での対応はについて質問いたします。 

避難所では、避難する年齢層や健康状態など、それぞれ個人差があり、介護

が必要になる方もいると想定する中、避難所での対応はさまざまであり、避

難者数が多ければ多いほど対応は難しく、避難所でのマナー、約束事も重要

な事項となってまいります。 

以前より質問しておりますが、マニュアル策定状況についてお伺いいたしま

す。 

総務課長（岡部 登） 

 古川議員の避難所での対応はについて答弁をさせていただきます。 

避難所は、住まいを失い、地域での生活を失った被災者のよりどころとな

り、また在宅で不自由な暮らしを送る被災者の支援拠点ともなります。 

そのため、議員ご指摘のとおり、避難者数が多ければ多いほど、プライバシ

ーの確保など対応が難しくなると思われます。 

東日本大震災の教訓を受け災害対策基本法が改正され、避難所における良好

な生活環境の確保に向けた取組指針が策定されました。 

その指針に基づき、内閣府は平成28年に市町村が取り組むべき災害発生時に
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必要となる基本的な対応を事前に確認し、災害対応の各段階、準備、初動、

応急、復旧において実施すべき対応をガイドラインとして取りまとめまし

た。 

チェックリスト形式であるこのガイドラインには、平時の運営体制の確立、

発災後の避難所の運営、ニーズへの対応、避難所の解消までの4つに分類され

る19項目が記載されております。 

本町では、幸いなことにマニュアルとしてそのガイドラインが使用されるこ

とはありませんでしたが、何が起こるのかわからないのが災害であります。 

今後も臨機応変に住民の方の安全・安心に向けて、万全の態勢を目指してい

きたいと考えております。 

特に、これだけ台風が頻発するなど想定外の災害が続きますと、町民全員、

常日ごろから災害時の対応を考え準備をしておくことがいざというときに助

かる可能性を高くするのではないかと、より強く感じております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（古川 幸義） 

 再質問をさせていただきます。 

答弁の中に、チェックリスト形式であるガイドラインと答弁されております

が、そのガイドラインとかマニュアルですが、住民にどういうふうに浸透、

わかりやすく伝達されているか、またその内容とか中身はどういうふうな形

で伝達されているのか、お伺いいたします。 

総務課長（岡部  登） 

 ただいまの古川議員の再質問にお答えいたします。 

直接その内容につきまして、それを記したものを広報に載せるとか、そうい

ったことはしておりませんので、今後そういったことに関しまして取り組ん

でいきたいと考えております。 

以上でございます。 

議員（古川 幸義） 

 再質問いたします。 

住民に対して、まだそういうふうなガイドラインは作成されてないと、い

や、作成中ですか。 

実は、ガイドラインとかマニュアルについて、私はこう考えております。 

避難所での取り決めは、非常に大事であると思います。 

避難所に来ている人々は、緊張と不安の中で敏感になっていると思われま

す。 

中には、誤って飲酒された方や大声を発する方、ペットを連れ込む人など、

数々の取り決めは必要とされます。 
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高齢者、乳幼児を抱えた保護者、病弱な人々を安心させる措置も必要となり

ますが、それはどうやってそういうふうにマニュアルとか取り決めとかとい

うふうにされていくか、お考えがあればお聞きしたいと思います。 

また、プライバシーの保護などの配慮を必要とする対応が必要とされます

が、そのあたりを答弁お願いいたします。 

総務課長（岡部 登） 

 ただいまの古川議員の再質問にお答えいたします。 

7月の豪雨災害のときにも被災地を視察された方とかいらっしゃるとお聞きし

ておりますので、そういった方のご意見もお聞きしながら、万全の態勢につ

いて目指していきたいと考えております。 

以上でございます。 

議員（古川 幸義） 

 次の質問に入ります前に、1つ要望がございます。 

災害はいつやってくるかわかりません。 

この間の西日本の豪雨災害でも、南に南下して40キロ余りのところで、本町

にも同じような被害があらわれるように、私も想像いたしますと本当に身の

毛のよだつ思いがいたしました。 

また、私が被災地を見ましたのは、岡山県の真備町の有井というところでご

ざいますが、地形が金倉川の天井川とよく似ておりまして、こういうふうな

状況を見ますと、本町にそういうふうな事態が全然起こらないとも限らな

い。 

いつか本町もそのような事態が起きる、そのときに災害マニュアルとか、そ

ういうものを準備しておくことによって、慌ただしい処理を迅速にこなして

いくことができまして、住民の方は安全と安心されると思われますので、そ

こら辺を行政側に強くお願いして要望といたしますので、よろしくお願いい

たします。 

それでは、次の質問に入ります。 

警報と学校の判断基準について、大雨や暴風などの警報が発令された場合の

休校や下校措置については、現在、法令の根拠はありません。 

しかし、学校の場合は、幼児、児童・生徒の安全確保の観点より、当然のこ

ととして、教育委員会があらかじめ基準やマニュアルを作成の上で運用がな

されていると思います。 

それに加えまして、近年想定を超えた気象状況が多発し、甚大な災害が発生

している状況を踏まえ基準やマニュアルを見直しされているとお察しいたし

ますが、いかがでしょうか、お伺いいたします。 

教育長（田尾 勝） 
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 古川議員の警報と学校の判断基準についてのご質問にお答えします。 

教育委員会では、台風等、各種警報発令時の対応についてを作成し、マニュ

アルとしています。 

それに基づき、例えば午前6時の時点で警報が出ていれば自宅待機。 

幼稚園、小学校ならば、午前9時の時点で警報解除になれば登校というような

行動がとれるようにしております。 

判断の基準があることによって、学校も保護者も共通する行動をとりやすい

というメリットがあります。 

議員がおっしゃるように、想定外のこと、また校種、校区によって、登下校

の状況とか保護者の送迎とか配慮すべき点が異なる点があるということも踏

まえて、マニュアルの一部を修正したり、細則をつけ加えたりしておりま

す。 

また、緊急時の臨機応変な対応が必要な場合、子供の安全を第一に考え、教

育委員会の指導助言のもと、各学校の裁量にて速やかに対処できるようにし

ております。 

また、平成27年度より、すぐメールを学校の伝達手段として活用しておりま

す。 

保護者の皆様のほぼ100％の方々が登録しており、学校から保護者の皆さんへ

一斉に連絡するのに役立てています。 

緊急時などの対応に関しての大切な情報を、学校が素早く発信することが可

能になっております。 

今後もマニュアルでできる限り対応することになりますが、一方ではマニュ

アルについては絶えず見直すことはないかを検討していきます。 

また、緊急時には保護者に役立つような情報となり、貴重な伝達ツールであ

る一斉メールを適正に利用し、子供の安全を確保していきたいと考えており

ます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（古川 幸義） 

 再質問いたします。 

教育委員会のほうは、学校長の判断基準にお任せしていると答弁されまし

た。 

私も、質問の中にはっきりとは書いておりませんでしたが、幼児のほうもこ

ういうふうに記載されておりますので、この場をおかりしまして、健康福祉

課長、保育所の対応についてもあわせて質問いたしますので、よろしくお願

いいたします。 

健康福祉課長（冨木田 笑子） 
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 古川議員の再質問にお答えいたします。 

本町にある6つの保育所は、ご存じのとおり全て民間でございます。 

ですので、教育委員会のような共通したマニュアルはございませんが、各保

育所で規定されたものがあると聞いております。 

また、月に1回、保育所長会を開催しておりますので、その中で課題だったり

問題があれば話し合いをして決めております。 

また、警報発令時には、基本的にはどの園も自宅で保育をお願いしていると

いうことでございます。 

ただし、給食につきましては、各保育所で独自に調理をしておりますので、

それぞれ何時までに警報が解除になれば提供するというような細かいことに

つきましては、それぞれが園で作成しているというふうに聞いております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（古川 幸義） 

 急に健康福祉課長のほうへ、幼児というだけで通告もせずに質問いたしま

して大変失礼しました。 

しかし、詳しい答弁、これは本当にすばらしいと思います。 

常に健康福祉課長がそういうような自覚を持っておって、そういうような伝

達指導に当たられとるということがよくわかりました。 

それでは、再質問いたします。 

まず、教育長にお伺いしますが、自宅待機または登校させる場合で途中で下

校をする場合に、給食センターは今は多度津町で給食センターが独自でやっ

ております。 

ですから、伝達準備っていうのは同じなんですが、今後1市2町で給食センタ

ーが統合されます。 

そのときには、各市町によって警報とか避難準備とか、そういうものが違っ

てまいります。 

このとき、統合された給食センター側は改正が大きいですね。 

そういうときに、多度津町としてどういうふうに伝達を改良していくのか、

またこれは、こういうふうな問題が懸念されるなと思うところがあれば、お

答え願いたいと思います。 

これは、教育長と申しましたが、教育課長でも結構です。 

答弁よろしくお願いいたします。 

教育長（田尾 勝） 

 古川議員の再質問にお答えします。 

今現在も警報等の出方等について、1市2町で、多度津町では警報が出ている

けれども善通寺市では出ていないという場面が今までもありました。 
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恐らく、そういうことが今後も当然起きてくると思います。 

また、そのときの給食の対応についても確認したところ、やはり対応が何時

の時点で判断するとか、今回は給食をここまでで判断するとかというような

ことは、対応の仕方も違っておりました。 

ですから、子供の安全をまずは一番に考えて、給食の供給の仕方について1市

2町で今後検討していくと同時に、ＳＰＣとも相談しながら進めていきたいな

というように思います。 

大きな問題だと認識しておりますので、早急に検討していきたいと思いま

す。終わります。 

議員（古川 幸義） 

 まだまだ再質問たくさんございましたが、時間が参りましたので、最後に

述べさせていただきます。 

最後になりましたが、近年、災害が起こった後で、想定外の被害でありまし

たというコメントはよく耳にしますが、災害による被害は誰も未然に予測す

るものではありません。 

起こり得る被害を未然に防ぐためには、たとえ予防策が空振りに終わって

も、それは住民の安全・安心のために必要なことではないでしょうか。 

また、財政のほうも来るべき嵐にならないように、今後とも丸尾町長、よろ

しくお願い申し上げます。 

これで古川幸義の質問を終わらせていただきます。どうもありがとうござい

ました。 

議長（志村 忠昭） 

 これをもって8番、古川幸義議員の質問を終わります。 

次に11番、渡邉美喜子君。 

議員（渡邉 美喜子） 

 おはようございます。11番、渡邉美喜子、一般質問させていただきます。 

 一問一答方式でございます。 

児童虐待防止対策についてと、1市2町学校給食センター職員の雇用につい

て、以上2点でございます。 

1点目は、児童虐待防止対策についてでありますが、昨年の12月末までは善通

寺に居住し、その後東京目黒区に引っ越し、管轄が香川県から品川児童相談

所となりましたが、児童相談所が面接できないうちに両親から虐待され、3月

に5歳の女の子が死亡するという最悪の結末となりました。 

虐待の悲惨さや、もうおねがいゆるして、覚えたばかりの平仮名で両親への

メッセージが書かれ、多くの方々が心を痛め、世の中に大きなうねりが起き

ています。 
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全国では、児童虐待が2017年に虐待の相談、通告を受けて対応した件数は

13万3,778件で、香川県では1,181件、どちらも過去最高と言われています。

全国において、児童虐待で死亡したのは80人、何とも言いようのない気持ち

になります。 

189、児童相談所全国共通ダイヤル、いち早く、無抵抗な児童への虐待、二度

と起きてはならない痛ましい事件に、私たち地域の一員として社会全体で取

り組んでいかなければならないという思いで、今回の一般質問に取り上げま

した。 

質問に入ります。 

本町の児童虐待の件数と推移について伺います。 

町長（丸尾 幸雄） 

  渡邉議員の児童虐待防止対策についてのご質問にお答えをしてまいりま

す。 

まず、本町の児童虐待の件数と推移についてでございますが、市町別の虐待

相談件数の統計はありませんので、仲多度郡内での件数となります。 

直近5年間の虐待相談件数は、平成25年度31件、26年度31件、27年度48件、

28年度51件、29年度には70件と、平成27年度以降、急激に増加をしてきてお

ります。 

県下の状況を見てみますと、香川県子ども女性相談センターと西部子ども相

談センターにおける平成29年度の対応件数は、過去最高であった前年度の

959件からさらに増加し、1,181件となりました。 

推移についてでございますが、平成23年度から25年度にかけては500件前後で

微増でしたが、平成25年8月に子ども虐待対応の手引きが改正になったことに

より、子供の面前で行われるＤＶや夫婦げんかも心理的虐待として捉えるよ

うになったため、平成26年度には前年度比32％増の727件に上り、その後も急

激にふえております。 

今年度につきましても、議員がおっしゃられました東京都目黒区での事件を

受けて多くの相談が寄せられております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  虐待件数は、今答弁のほうでは70件ということで、ますますふえてくる傾

向にあるんじゃないかということを言われました。 

参考までに、丸亀市におきましては422件、前年度が363件、16％の増加とい

うことです。 

そこで、続いて次の質問に入ります。 

虐待の内容、対応や経緯について伺います。 
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健康福祉課長（冨木田 笑子） 

  虐待の内容、対応や経緯についてのご質問にお答えいたします。 

昨年度の県の対応件数、1,181件のうち、心理的虐待が677件と一番多く、続

いて身体的虐待が298件、続いてネグレクト、いわゆる養育放棄ですが、これ

が192件、性的虐待14件となっております。 

また、主たる虐待者では実父が最も多く、47.2％を占め、続いて実母が

39.1％、実父以外の父が10.5％となっております。 

平成26年度以降、男親による虐待件数が女親を上回っていますが、先ほど町

長が申し上げましたとおり、子供の面前でのＤＶによる通告の増加が一因と

考えられます。 

虐待を受けている児童を年齢別で見てみますと、どの虐待も小学生が一番多

く33.5％、続いて3歳から学齢前が25.0％、3歳未満が18.5％で、小学生まで

の幼児、児童が全体の77％を占めております。 

また、対応と経緯ですが、虐待ケースについて通告がある経路としまして

は、警察が約60％、県、市、町、学校、医療機関等の公の機関からが約

30％、家族や知人、近隣住民からの通告も10％程度ございます。 

警察からの児童相談所への通告の増加は、全国的な傾向ではありますが、香

川県におきましては、昨年3月27日に県警本部との間に児童虐待事案における

情報共有に関する協定を締結し、緊密な連携を図っていることも増加の要因

であります。 

本町のケースの対応については、通告があった場合、48時間以内に訪問等を

行い、第一に子供の安否確認と初動調査を行います。 

その情報をもとに、課内で対応を検討した後、子供の生命にかかわる緊急度

の高いケースにつきましては、西部子ども相談センターへ通告いたします。 

子供の生命に危険はありませんが、介入や支援が必要なケースに関しまして

は、要保護児童対策児童部会の虐待ケースとして登録し、定期的に支援方法

の検討や見直し、各関係機関との連携を図りながら、子供の安全確保に努め

ております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  虐待の内容とか対応、経緯につきましては、よく理解ができました。 

その中で、通告のあった場合は48時間以内に訪問、そして安否確認、初動調

査ということで、このような対応によりまして悲惨な事件が防止できる、予

防できると、そのように思います。 

そこで、次の質問に入ります。 

専門性を持つ職員の配置や研修会について伺います。 
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健康福祉課長（冨木田 笑子） 

  専門性を持つ職員の配置や研修会についてのご質問にお答えいたします。 

香川県では、昨年度より要保護児童対策調整担当者研修会を開催しており、

要保護児童対策の強化を図っております。 

研修会を終了した調整担当者の配置につきましては、本町では1名配置してお

ります。 

しかし、県内の状況を見てみますと、2名以上配置している市町は、17市町の

うち13市町となっておりますので、本町におきましても今後計画的に研修を

受講、終了してまいります。 

また、東京都目黒区の事件を受け、国が示した児童虐待防止対策の強化に向

けた緊急総合対策の中で、子供とその家族、妊産婦を対象に、育児に関する

相談対応や訪問等による継続的な支援を行う拠点として、市町子ども家庭総

合支援拠点の整備や市町における相談支援体制の強化について盛り込まれて

おりますので、今後本町におきましても保健師や社会福祉士、児童家庭相談

員等の専門職の配置に努めてまいります。 

以上、答弁といたします。 

議員（渡邉 美喜子） 

  再質問ということで、町長さんにお伺いします。 

専門性を持つ職員の配置ということでございますが、虐待だけではなく、子

供の発育に関する相談とか、障害、非行、不登校などの相談、支援にも対応

してると思います。 

ほとんどの町だけではなく、よその児童相談所を初め、自治体もこの虐待と

いうよりその他の業務が多過ぎるということをよくお聞きします。 

また、職員不足が指摘されております。 

先ほどの答弁の中に、多度津町は1名、17市町のうち13市町が2名以上という

ことでございます。 

児童虐待発生予防、そして虐待発生時の敏速、的確な対応、これにはやはり

専門職の配置、さらなる体制の充実とか強化が必要と思われます。 

専門性のニーズをふやすこと、どのように考えておられますか。 

町長さん、よろしくお願いいたします。 

町長（丸尾 幸雄） 

 ただいまの渡邉議員のご質問に対しまして、私の見解、思いを述べさせて

いただきます。 

児童虐待っていうのは、絶対にあってはならないことでありますが、いろい

ろと特に教育長のほうからも事案を聞くことがあります。 

そのときは、やはり胸が痛む思いになりますけども、どうすればこれを解決
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できるのか。やはり一番の問題は、家庭内じゃないかなと。 

地域、そして学校、その連携が非常に大事ではないか。 

そういう考えでいきますと、保育所もまた地域の中で子供たちを守っていく

ということ、これが非常に原則として大きなことではないかなと思っていま

す。 

その上で、加えて、私ども行政のほうでも今も既に、虐待ということに限っ

てではないんですが、子供たちというのか、また保護者の方、妊娠期から幼

児期に至るまでの子供の支援を今行っております。 

そういう保健センターの1室でそういうことも、母親と子供が集まって、今包

括支援センターの中で業務を行っております。 

そういうところにも来ていただいて、そしてお互いにお母さん方も横のつな

がりを持っていく、そういうコミュニティーをつくっていくことが大事では

ないかなと。 

その手助けを町のほうでも一生懸命やってまいりたいと思いますし、もしそ

ういう児童虐待が起こらないように、今のように17市町の中で13市町が2名配

置してるということでありますので、私どもも職員数が少ない中ではありま

すが、そういうふうなこと、2名体制に向けてこれからも尽力をしていきたい

と思っております。よろしくお願いをいたします。 

議員（渡邉 美喜子） 

今後は本当に虐待、子供の問題等はますます増加する傾向にあろうかと思

います。 

ここは窓口ということでぜひとも職員の配置、増員をお願いしたいと思って

おりますので、お願いいたします。 

続いてでございますが、虐待対応マニュアルはありますか、伺います。 

健康福祉課長（冨木田 笑子） 

  虐待対応マニュアルはありますかとのご質問にお答えいたします。 

平成29年3月に厚生労働省が示した市町村子ども家庭支援指針に則って子供の

権利擁護や虐待対応に当たっておりますが、今後は本町の実情に応じた独自

の児童虐待対応マニュアルの作成を検討しております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  早急にマニュアルをつくっていただければというふうに思います。 

また、できたものができましたら、私のほうにも参考になりますので教えて

いただければ、見せていただければというふうに思います。 

続いての質問です。 

今後の虐待防止対策について伺います。 
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健康福祉課長（冨木田 笑子） 

  今後の虐待防止対策についてのご質問にお答えいたします。 

本町におきましては、これまでも妊娠から子育てまで切れ目のない支援を行

うため、子育て世代包括支援センターを設置したことや、赤ちゃんが生まれ

た家庭への全戸訪問により、子育て中のお母さんの支援や気になる家庭の早

期発見に努め、こども支援係と教育課等の関係機関で情報共有を行ってまい

りました。 

今後は、これまで以上に連携を強化するとともに、保育所や幼稚園に通って

いない未就園の子供や、乳幼児健診を受けていない子供についても追加で把

握し、虐待の早期発見、早期対応に努めてまいります。 

また、目黒区の事件から気になるケースの転出、転入時には、関係市町との

情報共有を密にし、切れ目のない支援につなげてまいります。 

さらに児童虐待防止に関するパンフレットの配布や、ポスターの掲示等を行

い、広く周知啓発に努めるほか、民生委員、児童委員や自治会長、地域の皆

様との連携により、地域での見守り体制の強化を図ってまいりたいと考えて

おります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  今後の虐待防止対策ということで、子育て世代包括支援センター、また赤

ちゃんが生まれた家庭を家庭訪問、全戸訪問するということは、本当にこれ

はすばらしいというのか、早期発見、また早期の対応になるということを確

信しております。 

多度津町の子育て世代包括支援センターは2020年までということを聞いてお

りますが、本当に早期に設置していただいたり、また全戸訪問赤ちゃんのこ

んにちはっていう部分も本当にすばらしい。 

今後は大いに期待できる分野ではないかというふうに思っております。 

そこで、再質問をいたします。 

3月に悲しい、痛ましい事件が起きました。 

これは、児童相談所でも把握されていたのにもかかわらず、悲惨な事件が起

きた。この要因につきまして専門的な立場から伺いたいんですが、幾つか要

因があろうかと思いますが、よろしくお願いいたします。 

健康福祉課長（冨木田 笑子） 

  渡邉議員の再質問にお答えいたします。 

東京都目黒区の痛ましい事件につきまして、その要因はということでござい

ますが、新聞報道でもありましたとおり、香川県善通寺市にお住まいであっ

たときには2回児童相談所が一時保護しておりましたが、その後両親のかかわ
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りに変化が見られるなど家庭環境が改善されたとの判断によりまして、2回と

も一時保護が解除されております。 

家庭に戻った後は、児童相談所並びに善通寺市が面接等について細かい取り

決めを行い支援しておりましたが、東京への転居に伴い、東京都の品川児童

相談所へ電話と書面で引き継ぎを行ったとのことです。 

香川県側からは、緊急性の高い案件であると強く主張したにもかかわらず緊

急性の認識に違いがあり、転居後幼稚園等へ通うこともなく、また就学前の

健診も欠席しており、安全確認ができないまま、また児童相談所が訪問して

も会えない状況が続き、事件が発生したということであります。 

今回の事件を受けて国は緊急対策として、子供の安全確保を最優先する必要

な場合には躊躇なく介入することや、子供の安全確認ができない場合には立

入調査を実施する。 

そして、リスクが高い場合は躊躇なく一時保護するなど以前よりも強制力の

ある介入に取り組むことが示されました。 

また、ケースの引き継ぎルールとして、緊急性の共通認識のため電話や書面

での引き継ぎではなく、対面による引き継ぎを行うことを原則とし、さらに

は児童相談所及び市町村の支援体制の専門性を強化し、効率的な役割分担や

情報共有を図ることも示されております。 

本町におきましては、今年度よりこども支援係が新設され、以前にも増して

きめ細かい相談支援を行っております。 

今後は専門職の配置や関係機関とのより一層連携を強化し、虐待防止に努め

てまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  以上で虐待防止対策について質問は終わりますが、いつも子供は町の宝で

すとよく言われておりますので、その部分もしっかりと頭に入れて、私たち

も地域の一員として頑張っていきたいと思っておりますので、また今後とも

町のご支援等もお願いしたいと思います。 

それでは、2点目に入ります。 

2点目は、1市2町学校給食センター職員の雇用について伺います。 

7月24日に学校給食センターの建設工事安全祈願祭が実施され、来年の8月供

用開始に向けて建設が進んでいます。 

そこで質問をします。 

現在、本町の給食センターに勤務している職員等の今後の雇用について伺い

ます。 

教育課長（竹田 光芳） 
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  渡邉議員の現在本町の給食センターに勤務している職員等の今後の雇用に

ついてのご質問にお答えいたします。 

1市2町学校給食センターで勤務する職員につきましては、その要求水準書に

おいて現施設の調理従事者に対して、建設期間中の早期に雇用に係る説明会

を実施することや、従事者の意向を聞き再雇用の意思があるものについて

は、積極的な配慮を行うことなどを記載してございます。 

そのようなことから、去る7月20日に株式会社東洋食品より本町の給食センタ

ー職員を対象に雇用説明会が開催されました。 

説明会では、新センターの施設概要、開業までのスケジュール及び運営にか

かわる業務全般、調理員、配送員、事務員、清掃員等について勤務条件等の

説明、質疑応答がありました。 

開催に当たり、まず現在1市2町で雇用されている方は優先雇用する旨の説明

があり、このことにより、現職員の希望に沿った雇用の確保はできると考え

てございます。 

今後のスケジュールといたしましては、新センター勤務希望者は、履歴書を

提出し、面接の後、10月末から11月上旬に内定の予定となってございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  面接を行ったということで、雇用説明会が開催された。 

希望者は何名だったかご存じでしょうか、多度津町。 

教育課長（竹田 光芳） 

  渡邉議員の再質問にお答えいたします。 

面接につきましては、今月の末ごろを予定していると聞いてございます。 

その際に、面接希望者につきましては11名が希望していると聞いておりま

す。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  11名の方が希望されてるということで。善通寺は10名なんですよね。 

正直言ってこの11名ということに、最終の雇用っていう部分ではないんです

けども、11名の方が希望されてるということに、すごく感動したというの

か、本当にうれしくなりました。 

低賃金で、そして非正規ということで頑張っておられると思うんですけど

も、そこで次の質問に入ります。 

処遇についてでございますが、正規社員比率の改善、現行の賃金水準の確

保、労働条件など、町として重要な責務であり、運営法人株式会社東洋食品

に求めるべきと思いますが、見解を伺います。 
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教育課長（竹田 光芳） 

  渡邉議員の職員の処遇についてのご質問にお答えいたします。 

正規社員比率の改善については、株式会社東洋食品の社内規定もあろうかと

思いますが、正規社員については資格を有するものであることとされており

ます。 

また、今後資格取得者には社員登用制度もあり、能力次第では総括責任者ま

で登用が可能であります。 

賃金につきましては、一部社内調整と聞いておりますが、現行賃金は満たす

よう要望してございます。 

各種手当につきましては、退職金制度、資格手当、給食費補助等優遇された

面もございます。 

今後とも1市2町で協力し、運営企業と協議することで職員に労働条件等の不

安が生じないよう取り組んでまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  同法人から示された新センターの社員数は、正規社員が13名、配送社員が

8名、パート社員が25名というふうになってると聞いております。 

配送社員を除くと、正規社員の割合は3分の1ということでございます。 

また、三豊市の学校給食センターでは、民間委託する際に現行の賃金、労働

条件を下回らないよう確認し、結果希望者全員が雇用されたと聞いておりま

す。 

正規社員比率の改善、そして現行の賃金、労働条件の確保を運営法人東洋食

品に求めるべきではないでしょうか。 

それも、今日まで非正規ということでほとんどの方がこの何年かで非正規職

員のみで調理業務をされております。 

その実績とか貢献度は非常に高いと思われます。 

多くの子供たちから、皆さんからおいしい給食を提供してくれたということ

で、そういう意味も含めまして、ぜひとも東洋食品には正規社員比率の改善

を町として責任を持って求めていただきたいと思っております。 

確かに、資格を持たなければならないという部分も言われましたが、資格と

いうのも大事かもわかりませんが、新センターに雇用される、何名の方おい

でると思いますが、ぜひとも正規社員が13名という枠がございますので、ど

うかよろしくお願いしたいと思います。 

町の見解をお聞きします。 

教育課長（竹田 光芳） 

  渡邉議員の再質問にお答えいたします。 
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今後とも採用された本人の希望もあろうかとは思いますが、1市2町で協力し

ながら、運営企業と協議することで労働条件等の不安が生じないよう取り組

んでまいります。 

また、再度雇用されたパート職員につきましても、東洋食品内で資格を取得

するための研修等々もあるやに聞いておりますので、そういった形で希望者

には資格を取っていただいて、また正規社員への道も切り開かれるのではな

いかと思っておりますので、今後とも協議のほうを進めさせていただきたい

と存じます。 

以上で答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  ぜひとも東洋食品のほうにはよろしくお願いしたいと思っております。 

再質問です。 

東洋食品に関しまして、入札して東洋食品が落札されたと思うんですけど

も、その件について、何件入札があったのか。 

そして、東洋食品に入札がおりたことに対してのポイントというんですか、

決められたことについてのポイント等ありましたら、質問でございますが、

よろしくお願いいたします。 

教育課長（竹田 光芳） 

  渡邉議員の再質問にお答えいたします。 

今回の1市2町の学校給食センター整備運営事業につきましては、2つのグルー

プからの応募がございました。 

そのグループに対しましてプロポーザル方式による採点等々を行った結果、

整備費用に関することでありますとか、施設の内容、運営の状況等々を判断

した結果、今回は東洋食品を中心とするグループが落札したという結果にな

ってございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（渡邉 美喜子） 

  東洋食品に入札がされたということ、多度津町のホームページで調べてわ

かったんですけども、できましたら委員会でそのことについて、概要をね、

説明していただければというふうに思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

これをもちまして渡邉美喜子、一般質問を終わります。ありがとうございま

した。 

議長（志村 忠昭） 

  これをもって11番、渡邉美喜子議員の質問を終わります。 

ここで、休憩に入ります。 
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再開は10時40分にしたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 

休憩 午前10時26分 

再開 午前10時40分 

 

議長（志村 忠昭） 

  そしたら、休憩前に引き続いて会議を再開いたします。 

 2番、塩野拓二君。 

議員（塩野 拓二） 

  失礼いたします。2番、塩野拓二です。 

 町有財産の有効活用についてと、多度津町の観光振興についての2点、質問さ

せていただきます。 

1点目、町有財産の有効活用についてです。 

丸尾町長は就任当初、財政状況が非常に厳しく、財政の健全化を大きな政策

目標に掲げられていたと思います。 

そのためには効率的な行政運営を行うことはもとより、歳入をふやすことが

重要であり、町有財産を有効活用して収入をふやさなければならないとおっ

しゃっていたと思います。 

町長の就任当初から現在までは、財政健全化の指標はよくなり実績としてあ

らわれていると思います。 

多度津山サッカー場跡地に建設が進んでいるパン粉製造で西日本最大手のク

ラウン・フーヅの誘致、早期のソーラー発電稼働など、町有財産の有効活用

は着実に積み上げてきてると思います。 

そこで、町長就任後、町有財産を有効活用して町の収入をふやした他の事例

と、今後の展望をお聞かせください。 

町長（丸尾 幸雄） 

  塩野拓二議員のご質問の町有財産の有効活用について、答弁をさせていた

だきます。 

歳入確保に大きな効果がある町有財産の有効活用につきましては、不動産の

売却や、貸し付けが主なものとして挙げられます。 

平成23年から平成29年度までの実績といたしましては、不動産の売却収入が

4億1,500万円強、貸付収入が7,600万円強、総額で5億円弱の収入となってお

ります。 

売却収入の主なものといたしましては、多度津山サッカー場跡地、旧多度津

福山フェリー用地、旧多度津山開発用地などが挙げられます。 
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また、今年度は今回の補正予算に計上してありますように、桜川1丁目の不動

産を5,500万円強で売却をいたしました。 

貸し付けにつきましては、メガソーラー施設用地等により、毎年1,200万円程

度の収入があります。 

また、平成27年度からはインターネットオークションを活用して不要となっ

た非常用発電機や消防車両などの売却を行っており、400万円弱の収入を得て

おります。 

通常処分費用を要するものが売却により大きな収入となっておりますので、

今後も不要備品の売却を行ってまいります。 

不動産につきましては、現在所有している町営住宅用地や、国鉄清算事業団

から購入した土地等を有効活用するとともに、公共的利用の見込めない土地

につきましては売却するなど、財産の利活用を図ります。 

また、未利用地の処分につきましては、一時的な売却益が見込めるだけでは

なく、固定資産税等の安定した税収入の確保が図られるとともに、資産管理

に係る経費の削減が見込めますので、今後も積極的かつ計画的な対応に努め

てまいります。 

このようなことは、私が町長に就任させていただくとき、先ほど古川議員の

ご質問にもお答えをいたしましたが、新たな財源を生み出すことが非常に大

事になるという施策の中でのことでありますので、今申し上げましたような

町有財産の有効活用にとどまらず、地域の商品を全国に発信できるという利

点を備えたふるさと納税の推進や、町内創業者の支援等による地域の活性化

を通して、町有財産以外の歳入の増加も積極的に推し進めてまいります。 

以上で答弁とさせていただきます。 

議員（塩野 拓二） 

  ありがとうございます。 

庁舎、福祉センターの移転、改築と大きな事業を控えています。 

また、少子・高齢化による医療費の増加など財政を圧迫することばかりで

す。 

引き続き町有財産を有効活用するとともに財政の健全化、改築、整備、修繕

に係る費用の節約を要望しておきます。 

続きまして2点目、多度津町の観光振興についてお伺いします。 

多度津町では、たどつの輝き創生総合戦略掲載の人口減少対策の一環とし

て、28年度よりタウンプロモーション事業に取り組んでいます。 

実際に町内で地域おこしなどの視点から、さまざまな活動を行われている方

や情報発信等に関して知識と経験をお持ちの方で構成される多度津町タウン

プロモーション懇談会と町役場の若手職員ワーキンググループが一緒になっ
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てまねきねこ課を立ち上げて取り組みを進めていると思います。 

そこで、タウンプロモーション事業の活動実績と成果をお聞かせいただきた

いと思います。 

政策観光課長（河田 数明） 

  塩野議員の多度津町の観光振興についてのご質問に答弁をさせていただき

ます。 

議員のご質問の中にありますとおり、タウンプロモーション事業は当初多度

津町タウンプロモーション懇談会と若手職員のワーキンググループという２

つの組織が協力する形で進めておりましたが、平成28年度末に多度津町タウ

ンプロモーション戦略を策定し、さらに平成29年4月1日には官民が一体とな

って共通のテーマに取り組むことができる組織であるまねきねこ課を設立し

ております。 

まねきねこ課が本格的に活動を始めた昨年度は、大きく3つのプロジェクトが

実際に動き出しております。 

1つ目は、たどつ桜んたんプロジェクトでございます。 

多度津町において大きなイベントのない寒い季節にもたくさんの方に多度津

町へ遊びに来てもらいたいという思いから生まれたこのプロジェクトでは、

本年2月11日にたどつ桜んたんページェントというイベントを桃陵公園で開催

しております。 

四国初のＬＥＤスカイランタンを使ったイベントということもあり、当日は

延べ7,000人の方が県内外から桃陵公園を訪れてくださいました。 

2回目の開催日も既に本年12月1日に決定しているということで、今後多度津

町の冬のイベントとして定着していってもらえたらと期待しております。 

2つ目は、弁当というツールを使って、多度津町の食の豊かさ、魅力を伝えて

いこうとするたどつの魅力まるごと弁当プロジェクトです。 

昨年度はワークショップや、試食アンケートなどを行う中で、町の特産品な

どを使ったお弁当の試作品第一弾ができ上がっております。 

本年度はお弁当の試作品、製作、販売に向けた検討を進めつつ、少し視野を

広げて多度津の新しいグルメ開発にも取り組んでいるようでございます。 

3つ目は、ＳＮＳなどを活用した情報発信を行っているたどりつけたどつプロ

ジェクトです。 

ここまででご紹介させていただきました2つのプロジェクトに関する最新情報

の発信に加えまして、製作したオリジナルのフリーペーパーなどをプロモー

ションのメーンターゲットである岡山県で配付したり、中讃ケーブルビジョ

ンと協力して多度津の魅力を伝える番組多度津クエストを制作するなど、精

力的な情報発信を行っております。 
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情報発信に使用しているフェイスブックページは現時点で1,600人以上からの

いいね、インスタグラムアカウントも1,000人以上のフォローが集まってお

り、情報発信力が徐々に強化されているように感じているところでございま

す。 

タウンプロモーション事業の最終的な目的は多度津町への移住・定住の促進

でございます。 

多度津のことを知ってもらい実際に来ていただいて、さらに住んでいただく

には事業効果を確認しながら、中・長期的な視点に立ってプロモーションを

継続していくことが重要であり、それが多度津町の明るい将来につながると

考えておりますので、今後もご理解とご協力をいただくことをお願い申し上

げ、答弁とさせていただきます。 

議員（塩野 拓二） 

  ありがとうございます。 

2つの組織が連携して多度津町を発信、盛り上げている、やはり組織の中で話

し合い、楽しみながら新しいことに挑戦することからすばらしいアイデアが

浮かんできてるのだと思います。 

3つのプロジェクトのネーミングも格好よく、引き続き多度津の明るい未来に

つなげてほしいと思います。 

2つ目の質問の2点目、最近は本通商店街の活動が話題で、合田邸ではファン

の有志が手作業で屋敷の手入れを行ったり、塩田邸でも一般開放の取り組み

が行われています。 

てつや、そして清水温泉の改装、カフェをオープンしたりと、民間の有志の

取り組みが話題を集めています。 

町として何かお手伝い、支援することも重要だと思いますが、いかがお考え

でしょうか。よろしくお願いします。 

政策観光課長（河田 数明） 

  ただいまのご質問の答弁をさせていただきます。 

本町では平成28年度より多度津町空き家等を活用した地域創生事業補助金の

制度を施行し、町内に所在する空き家及び空き店舗を活用し、移住・定住ま

たは地域内外における交流を促進する地域創生事業を行う団体に対して補助

金を交付することにより、地域活性化を図っております。 

議員のご質問にあります、合田邸には補修及び見学会に対しまして平成28年

度に補助金を交付し、イベントなどへ参加しております。 

旧塩田邸を利用してのお総菜屋には改修費及びイベント経費、旧清水温泉建

屋を利用してのカフェには改修費に対して補助金を交付しております。 

今後も本町の活性化及び地域創生につながるよう民間団体に対しまして、継
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続した支援に努めるとともに、官民連携を図りながらまちづくりを進めてま

いりたいと考えております。 

以上、簡単ではございますが答弁とさせていただきます。 

議員（塩野 拓二） 

  ありがとうございます。 

民間の有志たちは、手弁当で多度津のために頑張っている団体がたくさんあ

ります。 

補助金での支援も大事ですが、多度津町の職員の方々も自発的にボランティ

ア活動をしていただけるようお願いしたい、期待をしておきます。 

続きまして、2点目の3番目、町も民間有志の方々も頑張っていると思います

が、多度津町の観光振興を進める上ではもう少し売りがなければならないと

思います。 

他市町の例をまねたような従来型の観光では、建物や渓谷、滝などの自然景

観などの名勝地めぐりでしたが、今はそれだけではだめなようです。 

食でも名物にうまいものなしなどと言われ、観光客は満足しないようになっ

ています。 

多度津町にはオリーブやカキなど特産物があります。 

単発で売り込むだけでなく、加工品やストーリー性など工夫も必要だと思い

ます。 

先日、とある団体で愛媛の内子町の町並みを散策しました。 

私は、10年ほど前にも1度行きましたが、そのときは多くの観光客でにぎわ

い、人を避けながら散策したのを覚えています。 

しかし、今回は日曜日ながら人がおらず閑散として、あいていないお店もあ

り、こうも変わるものかなと思いました。 

町並みをつくり人を呼ぶのも難しい。継続する大変さを実感しました。 

多度津町の観光振興として名物や町並み、既存の観光名所も含め、どのよう

に多度津町を売り込んでいこうとしているのか。 

また、教育委員会が国の伝統的建造物群保存地区の指定の取り組みをされて

いると聞きました。 

進捗状況も含めてお伺いをいたします。 

政策観光課長（河田 数明） 

  ただいまのご質問の答弁をさせていただきます。 

議員の言われるとおり、現在観光を取り巻く環境は変化しており、従来型の

観光は全国的に下火となり、かわってサイクリングツアーや農業体験ツアー

など、非日常的な体験ができる体験型観光が大きな注目を集めております。

多度津町におきましても、佐柳島が猫の島として有名になり、地域おこし協
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力隊隊員による旧佐柳小・中学校の校舎をリノベーションしたホステルが平

成29年８月にオープンしたこともあわさって、日ごろ体験できない多くの猫

との時間を過ごすために、平日、休日を問わず、島へ向かう観光客を見かけ

ることが多くなってきております。 

また、先ほどからのご質問や答弁にありました民間団体による合田邸や清水

温泉のカフェなど、古民家を活用した取り組みや、まねきねこ課にて実施い

たしましたたどつ桜んたんページェントなどに、県内はもとより県外からも

観光客が訪れているところでございます。 

このような新たな観光資源だけでなく、従来より行っております多度津町観

光協会主催によるたどつさくらまつり、たどつ夏まつりにおきましても、本

通商店街や西浜地区の連携、また町内企業の外国人実習生による国際色豊か

な屋台の出店など、新たな取り組みを実施しておるところでございます。 

食に関しましても、蒼のダイヤなどのオリーブ製品、白方かき、ミニトマ

ト、アスパラガスといった特産品を使った新たなメニューをつくり出すた

め、調査研究、試作を繰り返しながら、町内の多くの特産品事業者が参加す

ることのできる新たな商品の開発を促進しているところでございます。 

しかしながら、これらの観光資源は現在連携されておりません。 

今後は観光資源をより有効に活用するため、それぞれの観光資源を点でなく

面で捉えて連携を強化することにより、多度津町に行けば、見て、食べて、

体験ができるという観光につながるものと考えており、観光客の皆様にリピ

ーターとして何度でもお越しいただける町を目指し、民間団体と連携し、官

民一体となった観光政策を行ってまいります。 

また、香川県は外国人観光客の増加率が全国1位でございます。 

町内でも外国人観光客を見かけることが珍しくなくなり、有名観光地以外で

もインバウンド対策が急務となっておりますので、今後はインバウンド対策

にも取り組んでいくことも考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

教育課長（竹田 光芳） 

  塩野議員の国の伝統的建造物群保存地区についてのご質問にお答えいたし

ます。 

本町の本通等には、今も伝統的町並み、建造物が残されています。 

それらは、近世、近代の多度津町の歴史を知る上で大切な文化財と風致を残

しているかけがえのない町並み、建造物であります。 

しかし、ライフスタイルの変化、建物の老朽化によって古民家の取り壊し、

建てかえが相次ぎ、貴重な町並みが失われつつあるのも事実です。 

こうした中、教育委員会では伝統的建造物群保存地区の制度を活用して、改
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めて町並み、建造物等の現状を調査し、その価値を見出すことで保存と活用

の方策を検討し、多度津の魅力あるまちづくり、安心して住み続けることが

できるまちづくりを進める一助となりたいと考えてございます。 

そのため、昨年度、今年度の2年をかけて学術調査を行うため、香川大学、徳

島文理大学、高知高専の先生、町の文化財保護委員、住民代表らによる調査

委員会を組織し、そのもとに調査員を位置づけ、文化庁や県教委の指導、助

言も受けながら調査を推進しているところであります。 

現在は、周囲から望見できる建造物の外観調査である1次調査、伝統的町並み

を特徴づける建物であると見込まれる主要な家屋等の詳細調査である2次調査

を経て、調査報告書にまとめていくという段階となってございます。 

このことによって、本通等の伝統的町並みがどのような形成過程で生まれ変

遷したか、どのような特徴を持つのか、そしてどのような文化財的価値があ

るのかを明確にし、それを受けてどのように保存活用すればよいのかの方向

性を見出すことができればと考えてございます。 

今後、重点が保存と活用の段階に移行することになりますが、今まで以上に

各課の連携、協力を図るとともに、住民の方々のご理解とご協力が必要にな

ると考えております。 

また、議員の皆様にもご意見を賜りながら進めてまいりたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（塩野 拓二） 

  ありがとうございます。 

1点、再質問です。 

伝統的建造物群保存地区の制度を活用ということですが、指定を受けるため

の調査報告書をつくったりするための制度なんですか。 

それとも、指定を受けた後の制度なんですか、制度というのは。 

教育課長（竹田 光芳） 

  塩野議員の再質問にお答えいたします。 

今回の伝統的建造物の保存地区の調査報告書をまとめ、多度津町が伝統的な

建物群であるということをまとめた報告書をつくって、それを国が重要であ

ると認めたときに、重要建造物群保存地区っていうことの指定を受けること

になります。 

まずは多度津町が、ここが重要な建物群であるっていうことを調査結果のた

めに調査報告書で結論づけるっていうのが、まず最初に起きてくることでご

ざいます。 

以上、答弁とさせていただきます。 
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議員（塩野 拓二） 

  ありがとうございます。 

どちらにしても、伝統的町並み、建造物、大事な文化財を一刻も早く残して

保存していただき、観光振興に生かしていただきたいと思います。 

以上で私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

議長（志村 忠昭） 

  これをもって2番、塩野拓二君の質問を終わります。 

 続きまして、3番、金井浩三君。 

議員（金井 浩三） 

  3番、金井浩三、2点ほど一般質問させていただきます。 

まず最初、1点目、地籍調査の進捗状況について。 

今夏の未曽有の大雨は全国的に多大な被害をもたらしました。 

特に7月の西日本豪雨では降水量が平年の4倍となった地方もあり、200人以上

の死者を出す惨事となりました。 

全壊した家屋も6,000棟を超え、いまだに避難所生活を送る人も多く、一刻も

早い復旧が望まれるが、水害で流された土地の復旧には現地復元性のある地

図が欠かせません。 

これが登記所に備えられている（不動産登記法の）法14条地図と言われるも

ので、地籍調査によって作成されます。 

しかし、地籍調査は日本全体での進捗率は52％にすぎません。 

20％未満のところが11府県あり、地図の不備が問題になるのは災害時だけで

なく売却にも影響を及ぼします。 

そこで質問します。 

多度津町の地籍調査の進捗状況をお伺いします、全体の何％か。 

よろしくお願いします。 

町長（丸尾 幸雄） 

  金井浩三議員ご質問の地籍調査の進捗状況についてお答えをしてまいりま

す。 

金井議員の地籍調査の進捗状況はどうなっているのかについて答弁をさせて

いただきます。 

土地の戸籍づくりとも言える地籍調査は、本町では平成21年度の西港町、東

港町、堀江5丁目より調査区を定めながら毎年実施をしております。 

今年度は9月より青木地区の調査を開始しております。 

議員ご指摘のとおり土砂崩れ等の災害が発生し、家屋や田畑、道路などの境

界がわからなくなってしまった場合、地籍調査が行われていないと現場復旧

に大きな時間と労力を費やし、早期に日常生活を取り戻すことが困難になり
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ます。 

このため、地籍調査を実施する地区の方々を対象とした地籍調査地元説明会

においてＤＶＤの映像を活用し、地籍調査を実施していた結果、災害時の復

旧作業が早期に行われ、争いごともなく日常生活を取り戻すことができた事

例を放映し、地籍調査の重要性を訴えております。 

さて、現在の本町の地籍調査の進捗状況でございますが、平成29年度末で本

町全体面積24.39平方キロメートルに対しまして、調査を手がけている進捗割

合は32.22％の7.86平方キロメートルでそのうち法務局への届け出までが終了

している実施済み割合は20.58％の5.02平方キロメートルでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（金井 浩三） 

  今の町長の答弁で、9年間で大体全体の32％、3分の1ということは、単純に

計算すればあと18年かかるということになります。 

そこで、もう一点質問させていただきます。 

一年でも早く終わらせる努力はしているのか。 

現在何班でやっているのか、質問します。 

産業課長（谷口 賢司） 

  金井議員の地籍調査の進捗状況についての一年でも早く終わらせる努力は

しているのかについて答弁をさせていただきます。 

先ほどの町長の答弁の中でも申し上げましたとおり、地籍調査の実施は単に

土地の境界を明確にするだけでなく、災害を被った場合に迅速な原状復旧に

役立ちます。 

このため、早期に町内の地籍調査を終了させる必要があると考えておりま

す。 

今年度4月の機構改革により建設課より地籍係を産業課に移管し、地籍推進室

を新たに設置いたしました。 

これは、これまで以上に同調査を迅速に行うことを目的にしたものでござい

ます。 

現在の室員は室長を含めて3名の職員と1名の臨時職員の4名で、調査は1班体

制で行っております。 

今後はさらなる調査の迅速化を図るため、人材の配置や業務委託、業務研修

等の見直しを検討しなければならないというふうに考えておりますので、ご

理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（金井 浩三） 

  ぜひとも、今答弁された再検討よろしくお願いいたします。 
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それでは次2点目、瀬戸内国際芸術祭2019についてお伺いします。 

来年2019年に瀬戸内国際芸術祭が開催されます。 

多度津町も参加すれば3回目となります。 

第1回目2013年高見島来場者2万4,371名、第2回目2016年2万1,028名、高見島

の人口2013年約41名、2016年約27名、そして今現在2018年約17名と聞いてお

ります。 

そして、この夏の知事選挙に投票に来た人14名、島の人々は芸術祭を盛り上

げ、来場者の人々と交流を図り、そして元気に活動してもらいたい。 

しかし、今の状況では島の人々に迷惑ではないのかと思います。 

そこで質問します。 

昨年1年間で高見島に観光に来られた人数は何名でしょうか。お願いします。 

政策観光課長（河田 数明） 

 金井議員の瀬戸内国際芸術祭2019についてのご質問に答弁をさせていただ

きます。 

ご質問にあります昨年1年間の高見島への観光客数でございますが、純然たる

観光客のみの数字は把握できておりませんので、毎年行っております港湾統

計調査によりますと、10年前の平成21年度に多度津高見間の定期航路を利用

して移動された方は往復路平均約8,000人で、当時の島の住民基本台帳人口が

68人でありますので、1人当たりの定期航路の利用回数は117回になります。

昨年度の島の住民基本台帳人口が39人ですので、単純計算になりますが、島

民の利用者は約4,600人となります。 

昨年度の統計調査の定期航路利用者が往復路平均約6,700人でありますので、

島民の航路利用の増加を加味いたしましても、瀬戸内国際芸術祭開催以降、

ある程度観光客がふえているのではないかと推測されます。 

しかしながら、近年観光客が増加しております佐柳島に比べますと少ないの

が現状でありますので、今後は「しま山100選」にも選ばれた竜王山など新た

な観光資源を見出し、観光客の集客に努めたいと考えております。 

以上、簡単ではございますが答弁とさせていただきます。 

議員（金井 浩三） 

  関連質問させてもらいます。 

芸術祭に参加するための費用は総額幾らになりますか。 

政策観光課長（河田 数明） 

  ただいまのご質問の答弁をさせていただきます。 

来年に開催される瀬戸内国際芸術祭に参加するに当たり、県瀬戸内国際芸術

祭実行委員会への負担金として、昨年度に100万円、本年度に325万円、来年

度に325万円の総額750万円が必要でございます。 
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そのほかに、前回の開催で支出しております、瀬戸内国際芸術祭多度津町実

行委員会への負担金、及び芸術祭の開催期間中、高見島と丸亀市の本島、高

見島と三豊市の粟島を結ぶ臨時航路の開設に対する負担金などを含めます

と、瀬戸内国際芸術祭2019の開催費用の総額は約1,500万円程度になる見込み

でございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（金井 浩三） 

  今の関連の質問ですが、それでは国際芸術祭2019について多度津町への経

済効果は幾らぐらいあると試算されてますか。お願いします。 

政策観光課長（河田 数明） 

  ただいまの再質問に対しまして答弁を申し上げます。 

私の知る限り、過去におきましても経済効果を算出しとるものはございませ

ん。 

しかしながら、少なからずとも島におきまして、島の方々、店を開き、販売

等も行い、食事も提供するなど活動を行っております。 

今後開催するに当たりましてはそういう経済効果も加味しながら考えていき

たいと思いますので、大変申しわけありませんが簡単な答弁とさせていただ

きます。 

町長（丸尾 幸雄） 

  金井議員ご質問の再質問につきまして追加で説明をさせていただきます。 

この瀬戸内国際芸術祭は香川県が主催をしておりまして、香川県全体に対す

る経済効果というのは常に計算をしております。 

その中では私は詳しい数字は今記憶しておりませんが、随分と香川県全体に

対しましての経済効果は起きております。 

そして、その中で、じゃあ参加している島々、それぞれにどのくらいの経済

効果があるかということは、今私どもの河田課長が申し上げましたように、

計算はしていないだろうし、把握もできてないと思います。 

ただ、ただですね、高見島だけではなくて、先ほど金井議員さんの答弁じゃ

なくてほかの人の議員さんの答弁でもお話をいたしましたが、佐柳島のネコ

ノシマホステルっていうところには瀬戸内国際芸術祭に参加した方がほとん

ど行っていると思っております。 

そして、その村上さんにお話をお伺いしましても、随分とふえてきている、

そして大きな連休のときは予約でいっぱいになる。 

その予約でいっぱいになるっていうのは町外から来られてる方だけじゃなく

て島の島民ですね。 

高見とかまた佐柳の島民の方々がお盆とかそういうときに帰ってこられたと
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きにそこに泊まっている。 

そして、そういう方々が島のことをもう一度新たに理解を示し出して、そし

て高見島の瀬戸内国際芸術祭の宣伝もしているということであります。 

また、高見の島の方が瀬戸内国際芸術祭の期間中は手伝いに帰ってきてい

る。 

高見島で教員をされた方々が高見のために高見に世話になったから高見に帰

ってきて、そして手伝いをしていただいている。 

そういうようなことも全て、地域の活性化または多度津町、高見島の宣伝効

果も上がっていると思っております。 

今回の2019年度におきましては、先ほど申しました佐柳のネコノシマホステ

ルまた多度津町内の活性化も含めて、いろんなさまざまなことを今政策観光

課で企画をしております。 

瀬戸芸に来られた方が多度津町内のほうにも足を延ばしていただく、多度津

町を知っていただく、多度津町の物を買っていただく、そのために今京都精

華大学と学術的な連携協定を結んでおります。 

そして、今回も高見島での作品の展示は京都精華大学の先生及び学生さんに

お願いをしてるんですが、そういう方々の作品も町内でも展示をしようと思

ってます。 

それは、私どもの多度津町にいる著名な芸術家も含めて、今、歴史、伝統文

化のある町ということで多度津町で地域創生事業を行っておりますが、それ

に加えてアートの町多度津というのを売り出していこうと思ってます。 

そのアートというのは瀬戸内国際芸術祭が基本になっております。 

今、河田課長の補足の意味の中で答弁をさせていただきました。 

議員（金井 浩三） 

  最後に、ちょっと要望だけしておきます。 

今からいろいろ事業をすると思いますが、最後にやはり検証することも大事

ではなかろうかと思います。 

以上で終わらせていただきます。ありがとうございました。 

議長（志村 忠昭） 

 以上で、これをもって3番、金井浩三議員の質問を終わります。 

次に小川保君。 

議員（小川 保） 

 失礼いたします。7番、小川保です。 

本日の質問は、水害対策の実施結果と実施予定について、多度津駅跨線橋の

エレベーター設置について、自転車事故が少なくなるまちづくりについて、

以上3点についてお伺いいたします。 
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このたびの台風並びに地震により被災され亡くなられた方々へ哀悼の意を表

したいと存じます。 

先日8月24日に、多度津町子ども議会が開催されました。 

将来を担う児童・生徒たちがしっかりと明快に丸尾町長を初め、行政のリー

ダー、皆さん方に質問している姿が印象的であり、頼もしく感じました。 

ただ、たくさんの傍聴人が来られていましたが、一度に入場できず、交代で

あるいは外で息を凝らして聞いている状態はお気の毒でなりませんでした。 

できましたら、廊下あるいは控室などで、モニターもしくは音声だけでも聞

くことができればと至極残念に思いました。 

要望しておきます。 

さて、1点目、水害対策の実施結果と実施予定について。 

桜川3河川の流域では、長年、大雨、高潮などによる氾濫に悩まされておりま

したが、本年の対策で住民の安全・安心に寄与できるだろうと考えておりま

す。 

前回6月の定例会におきまして、それらの状況を質問し、予定など回答いただ

きましたが、ここで改めて、実施結果、工事中、今後の予定などをお聞かせ

いただきたいと思います。 

町長（丸尾 幸雄） 

 小川議員の水害対策の実施計画と実施予定についてのご質問についてお答

えをしてまいります。 

6月定例会において、水害対策の進捗状況としてお答えいたしました県施工の

桜川護岸かさ上げ工事につきましては、当初の予定どおり、8月末においてお

おむね工事が完了いたしました。 

一部未施工のかさ上げについても早期完成に努めると聞いております。町施

工では、栄町地区の西水戸ポンプ場遊水地と元町地区の茂八ポンプ場遊水地

についての堆積土のしゅんせつ工事は竣工しており、栄町地区の多度津高等

学校北側水路のかさ上げ工事につきましては10月初旬の完成を予定をしてお

ります。 

あわせて、防災の観点からは、長期にわたった7月豪雨の影響を勘案し、従来

の、課員全てを1つの班に充てる水防時行動班の編成を見直しました。 

執務時間中であっても通常業務及び水防活動を円滑に実施できるよう４班体

制とし、各課から均等に職員を充てることで人数バランスに配慮した行動班

を編成いたしました。実際に運用した台風21号の際には、執務時間中の招集

もありましたが、予定どおりの水防活動を実施することができました。 

また、県のかさ上げ工事に伴う内水排除の対策としてエンジンポンプを8月に

5基追加購入をし、町既存のポンプと合わせて、台風20号の際には水防活動で
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実際に現地にポンプを設置いたしました。 

次に、本年度の水害対策としての実施予定につきましては、西水戸遊水地及

び茂八遊水地の2カ所について排水能力の増強としてポンプの更新を12月末ま

でに予定をしております。 

また、今後の予定といたしましては、県と町で進めております桜川流域総合

治水としての水害対策を現在検討中の対策案についてさまざまな事業の組み

合わせを桜川流域の水害対策として、実現性、適応性、効果、維持管理など

を協議検討し、事業の計画、実施を図っていきたいと考えております。 

ご理解賜りますようお願いをし、答弁とさせていただきます。 

議員（小川 保） 

 ありがとうございます。 

今回、ポンプ設置対応、こういったものをいただきました。 

住民から、後日、必要な箇所に迅速に設置してくれたので安心でしたとのお

話をいただいております。 

そのこととあわせて、こんな質問もいただきました。 

質問です。 

東桜川が小桜川と合流する部分の橋と河川の拡幅などの県工事が随分長い期

間の工事になっておりますが、どのような内容か。 

いつまでかかるのでしょうか。 

いかがでしょうか。 

建設課長（三谷 勝則） 

 失礼します。小川議員の質問についてお答えします。 

県に確認したところ、東桜川にかかる二ツ橋１号橋についてですが、右岸側

の橋台は平成28年12月に完成しており、現在は左岸側の橋台を施工中で、工

事は河川内での施工となり、綱矢板で閉め切って行うため工事期間について

は時間を要しておりましたが、今月末には橋台が完成予定です。 

また、橋梁の上部工である橋桁の製作、架設は本年3月に発注しており、現在

は現地において架設工事の施工中で、来月には上部工についても完成予定で

す。 

橋梁工事完了後は、東桜川と小桜川間の護岸工事を来年1月までに、橋梁と道

路との取り合わせ工事については来年3月までに施工を完了し、今年度末まで

には現在通行どめになっている箇所については供用開始できる予定です。 

また、桜川の拡張工事については、橋梁から上流部の町道335号線にかかる友

保橋までの区間において、右岸側の護岸工事を今年度に、左岸側の護岸工事

は来年度に発注予定と聞いております。 

町としても、県と協力しながら一日でも早い完成に努めたいと思います。 
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以上、答弁とさせていただきます。 

議員（小川 保） 

 ありがとうございます。 

2点目です。多度津駅跨線橋のエレベーター設置について。 

本年3月に竣工、渡り初めをしました跨線橋はＪＲ多度津駅を挟み、両サイド

の地域を結んでおり、児童・生徒の通学路、鉄道利用の皆さん方に利用され

ております。 

また、生活道路としても重要であり、その利便性が望まれておりますが、残

念ながらバリアフリーができておりません。 

また、従来の跨線橋と比べてかなり高い位置になっておりますので、上りお

りなど大変難渋しているようです。 

質問です。 

エレベーターの設置が急がれますが、設置に向けて、この計画などお聞かせ

ください。 

政策観光課長（河田 数明） 

 小川議員の多度津駅跨線橋のエレベーター設置についてのご質問に答弁を

させていただきます。 

多度津駅周辺に整備しました緊急避難路である幸見通り跨線橋は、本年3月に

竣工し、多度津駅を利用する方を中心に多くの町民の皆様にご利用いただい

ているところでございます。 

しかしながら、議員のご指摘のとおり、より多くの皆様にご利用いただくた

めには利用者の利便性向上やバリアフリー化を行うなどの課題があることも

認識しております。 

そのため、国の社会資本整備総合交付金を活用し、エレベーターの設置を計

画しており、本年度におきましてはエレベーター設置に向けた設計を行うこ

ととしております。 

本年度の交付金の交付決定が7月にあり、この交付決定後に予備設計を発注

し、現在エレベーターの設置位置や仕様の検討などを行っているところでご

ざいます。 

今後、ＪＲ四国などの関係機関と協議を行いながら、予備設計を行った後、

エレベーターの構造などを詳細に検討する実施設計を発注し、今年度中に完

了する予定としております。 

また、設置工事につきましては、来年度の早期に工事を発注する計画として

おります。 

本跨線橋は、多度津駅に隣接し多くの町民の皆様にご利用いただいておりま

すことから、今後もエレベーター設置が早期に完成するよう関係機関と連携
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し円滑な事業の実施に努めてまいります。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（小川 保） 

 ありがとうございます。 

今年度設計、来年度工事完成ということで回答をいただきました。 

ぜひよろしくお願いいたします。 

3点目です。自転車事故が少なくなるまちづくりについて。 

本年も、9月3日から多度津小学校を皮切りに児童の自転車教室が始まりまし

た。 

以降、10月末まで町内4小学校の6年生と3年生の児童を対象に自転車の安全な

乗り方教室を開催しております。 

事故に遭わない、事故を起こさないをテーマに、暑い中、練習に励んでおり

ます。 

指導は、丸尾町長から任命されている8人の交通指導員と総務課担当者並びに

私ども4地区の会長であります。 

子供たちは元気よく練習に励んでおります。 

次代を担う子供たちよ、ご安全にと念じつつ指導しております。 

さて、自転車は、道路交通法上、車やバイクと同じように車両であります。

多くの方が法規で教えられてきたと思います。 

皆さん方も知識として理解されていることと思います。 

しかし、道路上においての自転車への扱いが車両としての認識になっていな

いのではないでしょうか。 

例えば、歩道が設けられている道路を車で走行中、自転車が車道を走ってい

ると、危ないな、邪魔。自転車は歩道を走れよなんて思ってませんか。 

自転車は車と同じ車両であります。 

質問です。 

多度津町の交通事故全体の状況と自転車が絡んだ発生状況などいかがなって

おるのか。経年比較でご説明ください。 

総務課長（岡部 登） 

 小川議員ご質問の多度津町の交通事故全体の状況と自転車が絡んだ発生状

況について答弁をさせていただきます。 

本年6月に行われました第53回交通安全子供自転車香川県大会におきまして、

個人で1名が入賞し、団体でも4位に入っております。 

これは子供たちの努力はもちろんのこと、指導員の皆様、交通安全を守る会

の皆様を初め、ご協力をいただきました方々の情熱的なご指導のたまものだ

と深く感謝いたしております。 
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さて、平成29年中の多度津町における交通事故発生件数は86件でございまし

た。 

そのうち、自転車が関係した件数は9件で全体の10.5％を占めております。 

また、事故発生件数は、平成25年以降に限れば、平成25年166件、平成26年

125件、平成27年110件、平成28年107件、平成29年は、先ほど申しましたよう

に、86件であり、毎年減少しています。 

そのうち、自転車が絡んだものは、平成25年28件、平成26年22件、平成27年

14件、平成28年7件、平成29年9件と、こちらもおおむね減少傾向にありま

す。 

本年の状況につきましては1月から8月までの交通事故発生件数は50件で、そ

のうち自転車が絡む事故は6件となっております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（小川 保） 

 狭い道路に、歩行者、自転車、車が混在しております。 

本来、車は車の走行区間があって、自転車は自転車の、そして歩道は歩行者

のために存在することが理想でありましょうが、残念ながら狭い日本ではそ

うはなっておりません。 

また、改造できる余地も余りありません。ならば、どうするか。 

弱者を大切にする精神性が必要なんでしょうが、なかなか他力本願ですの

で、これも難しい。じゃあ、どうすればよいか。 

自転車は左側通行を徹底せよ。互いに思いやる心とともに全ての車両がキー

プレフトを遵守すれば、出会い頭の事故は減少するでしょう。 

今、子供たちには自転車の左側通行をくどいほど教えております。 

大人たちはどうでしょう。高齢者はどうでしょう。 

大人たち、高齢者たちに教える、指導する機会がなかなかにありません。 

かけ声だけの交通安全では精神論だけになりかねません。 

ここで質問です。 

行政が自分たちの責務としてその義務的機会の計画を考えてみませんか。 

例えば、企業の安全教室、老人クラブなどシルバー世代の方々へのアプロー

チ、積極的に教室の機会づくりを進めてはいかがでしょうか。 

総務課長（岡部  登） 

 小川議員ご質問の大人の自転車運転を学ぶ義務的機会について答弁をさせ

ていただきます。 

子供の自転車運転に関しましては、先ほど申し上げた自転車大会への参加だ

けではなく、秋には各小学校において自転車教室などが行われております。 

しかし、ご指摘のとおり、自転車事故を減らすためには子供たちだけではな
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く大人たちに対しての指導も必要であると感じております。 

現在、高齢者の方に対しましては、高齢者自転車大会への参加を呼びかけ、

そこで技術、知識の再確認を図るようにしています。 

また、夏にはシートベルト着用・自転車の安全利用啓発街頭大キャンペーン

を、秋には反射材着用啓発キャンペーンを主要幹線道路で実施し、そこで自

転車の利用者の方にも交通マナーの向上、反射材の着用などを呼びかけてお

ります。 

今後は、自治会、老人会などが随時交通教室を開催しておりますが、その際

にも自転車の交通安全、安全利用に関する内容を積極的に取り入れてもらう

よう働きかけていこうと考えております。 

また、外国人研修生に対して交通指導を行っている企業から依頼があれば、

講師を派遣し交通安全について指導を行っておりますが、自転車の安全運転

についても周知する機会と捉え、活用してまいります。 

さらに、行政主導でさらなる機会をつくっていくために、香川県がこの4月に

制定した香川県自転車の安全利用に関する条例に基づき、県、警察等の関係

機関と連携をとりながら、機会の創設、運転マナーの向上、交通事故防止に

つなげてまいりたいと考えております。 

最後に、自転車の左側通行等を促す路面標示につきましても関係機関と協議

し必要な箇所への設置を推進し、より自転車の事故を減らすことができるよ

うにさまざまな検討をしてまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（小川 保） 

 ありがとうございます。 

今、岡部総務課長のほうから、自転車ピクトグラムでの左側通行指示を道路

に表示する、こういったことも非常に有効でないかなと思います。 

余談ですけれども、8月末の、毎月交通定例会をやっとりますけれども、その

折に、多度津中学校の三木校長先生から1つお話がありました。 

8月4日の花火大会の後、翌日ですね、中学生たちがボランティアとして港付

近の清掃に毎年行っております。 

そのときに、中学生が町内をボランティアに行くために自転車で走っており

ました。 

道に出た途端にバイクと接触して転倒したということでした。 

転倒しましたけれども、その生徒は先生から常に指導をいただいております

ヘルメットをきちっと着用しておりましたから、少しもけががありません。 

後でヘルメットを確認すると、やはり転倒した傷がついておったそうです。 

ということは、ヘルメット着用がなければ、もしかして大きな事故になって



- 41 - 

おったのではないかなというふうに、ほっと一安心しておりました。 

こういった指導も非常に大切だと思います。 

ただ、ヘルメットをかぶるのは子供たちだけでいいんでしょうか。 

本来自転車を運転する際には大人も高齢者もヘルメットをつける、またそれ

にかわったものをつけると、こういうことも指導の一つではないかなという

ふうに思っております。 

こういったことも、岡部総務課長、ぜひご案内差し上げておきます。ありが

とうございました。 

また、いずれのときにか多度津町も議員立法で安全な自転車利用の条例を考

えていけたらと思っております。 

以上で7番、小川保の質問を終了いたします。 

ありがとうございました。 

議長（志村 忠昭） 

 これをもって7番、小川保議員のご質問を終わります。 

これで暫時休憩に入ります。 

再開は13時、1時としたいと思いますので、よろしくお願いしたらと思いま

す。お願いいたします。 

 

休憩 午前11時50分 

再開 午後1時00分 

 

議長（志村 忠昭） 

  そしたら、休憩前に引き続いて会議を再開いたします。 

通告がありますので、その順に従っていきたいと思います。 

それでは、尾崎忠義君。 

議員（尾崎 忠義） 

  10番、尾崎忠義でございます。 

私は、平成30年第3回9月多度津町議会定例会におきまして、町長及び教育

長、そして各関係担当課長に対し、1、地球温暖化による異常気象での豪雨や

台風、地震などから身を守るための備え、対策について、2、4月1日からの介

護保険の改定に伴う高齢者、障害者への負担増、及び8月からの70歳以上の医

療費の負担増や町への影響について、3、中学校道徳教科書採択と学力テスト

結果についての3点について一般質問をいたします。 

まず最初に、地球温暖化による異常気象での豪雨や台風、地震などから身を

守るための備え、対策についてであります。 

9月1日は、防災の日として全国でさまざまな取り組みや訓練が行われまし
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た。 

近年、ゲリラ豪雨や変則的な大型台風など異常気象、異変が当たり前の時代

のようになってきており、その中でも2018年7月、記録破りの量と広がりを持

った豪雨が西日本を襲い、洪水、土砂災害などで200人余りを超える犠牲者を

含む、膨大な人身、物損被害をもたらしました。 

そして、地球温暖化は大気中の水蒸気を増加させ、記録破りの豪雨や相次ぐ

大型の台風の発生を増加させ、また気温も35度Ｃ以上の異常高温になるなど

人間や生物を狂わす状況になってきており、超大型の台風の発生を増加させ

ています。 

特に7月の西日本豪雨で岡山県と広島県ではそれぞれ76％、70％のアメダス観

測地点で史上最大の48時間降水量を記録し、深刻な被害に見舞われた広島県

の呉市では48時間降水量は402ミリで、これまでの100年以上の観測記録で得

られた最高記録260ミリを一気に50％以上塗りかえました。 

また、岡山県倉敷市真備地区などに甚大な被害をもたらした高梁川流域の降

水量は500年に一度あるかないかの記録的な極めて異常な降水極端現象であり

ました。 

世界の気候研究者は、今、地球温暖化による大気中の水蒸気の増加はこのよ

うな降水極端現象の頻発をもたらす可能性があると警鐘を鳴らしておりま

す。 

このような大災害は降水極端現象に伴って起こり、日本と世界のどこでも起

こり得ることであり、地球温暖化を進行させないための努力を払うとともに

災害に備える取り組みを各地で一層推進する必要があります。 

また、去る6月18日午前7時58分ごろ大阪府北部の高槻市や大阪市北区など震

度6弱の地震、大阪北部地震が発生し、2府4県、大阪、京都、兵庫、滋賀、三

重、奈良で3人が死亡、307人が負傷、中でも高槻市の私立寿栄小学校のプー

ルの3.5メーター高さのブロック塀の外壁が道路側に倒れ、巻き込まれた登校

中の小学4年生、9歳の女児、三宅璃奈さんが死亡した事故は記憶に新しいこ

とであります。 

塀の基準は建築基準法で決まっており、宮城県沖地震後の1981年に改正さ

れ、1.2メートルを超える場合は鉄筋を入れることなどが規模によって定めら

れているわけであります。 

香川県下では、梅雨での大雨による大きな被害は近年発生が少なくなりまし

たが、平成5年の大雨では、死者、行方不明者2名を出すなどの大きな災害が

発生をしております。 

台風では、昭和49年と51年には、小豆島、東讃地域で1日400ミリを超える大

雨があり、各地で山崩れや崖崩れが発生し、合わせて79人が犠牲になったほ
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か、家屋の全半壊が854棟となるなど大きな災害が起こっております。 

また、近年では、平成16年に台風15号、21号、23号のほか相次ぐ台風により

大きな災害がもたらされました。 

平成16年の相次ぐ台風で、香川県では19人が犠牲となり、全半壊の家屋は

138棟、床上、床下浸水が1万棟を、そして床下浸水は3万棟を超えるなど近年

にない大きな災害を受けました。 

また、渇水については、近年の香川県では高松砂漠と呼ばれた昭和48年、香

川用水通水、これは昭和49年でございますが、その後でも平成6年、そして平

成17年と渇水に見舞われており、水道水の給水制限が実施される等家庭生活

や社会活動に大きな影響が出ました。 

昨年、平成29年は6月から9月まで長期に少雨傾向が続き、多度津町では8月

19日9時より9月7日9時まで減圧5％を実施したところであります。 

そして、高潮について、香川県ではこれまで台風の高潮による被害が発生し

ておりますが、特に平成16年の台風16号と18号では記録的な高潮により浸水

被害等の大きな被害を受けました。 

また、気温では、ことしは猛暑により熱中症が多く出た、いわゆる異常高温

が続き、多度津では6月27、28、29日の3日間最高気温が30度Ｃ以上、7月では

上旬、中旬、下旬の20日間31度Ｃから34.9度Ｃの最高気温、また35度Ｃ以上

は7月中下旬の8日間、8月では31度から34.9度Ｃの最高気温が上中下旬の21日

間、35度Ｃ以上が8月中下旬の8日間、また熱帯夜としての25度Ｃ以上は7月中

下旬の15日間、8月では上中下旬の25日間も続き、熱中症の発生や寝苦しい夜

が続き、収穫期を迎えた果樹の着色不良や、異常高温、熱帯夜の長期化のた

め果実の水分不足による品質低下を招き、大減収となり、生産農家は大打撃

を受けたところでございます。 

そこでお尋ねをいたします。 

1、警報発令までの避難所への早目の自主避難者と避難移動困難者との避難マ

ニュアルはどうなっているのか。 

2点目、住民の安全と命を守るため、三重県紀宝町などが実施している台風上

陸3日前から避難のためのきめ細かなタイムラインを事前計画をし、早目に実

施すべきだがどうか。 

それには、1、物資の確認、2、避難準備と呼びかけ、3、自主避難者と自主避

難移動困難者の送迎、4、事前避難の完了、5、避難状況の報告などの順序で

実施しているわけであります。 

3点目に、町民の情報を加え、防災に生かす地域ごとに自治会独自のハザード

マップを作成しているのかどうか。 

4点目に、豪雨による農用地崩落に対し、修復のための町の一部補助やあるい
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は独自の貸付制度を創設して、復旧を急いではどうか。 

5点目に、町で、過去、近年のグラフ災害史を作成、発行し、啓発、危機管理

意識の向上を図るべきだと思うがどうか。 

6、児童・生徒通学路の安全を確保するためにも、老朽化し、倒壊おそれのあ

る民有地のブロック塀の調査と撤去、改修の対策を至急すべきではないの

か。 

7点目、自治体の判断でブロック塀の撤去や改修だけでも使える既存の社会資

本整備総合交付金をブロック塀対策に使いやすくするための制度の拡充があ

るがどうするのか。 

8点目、通学路沿線の危険ブロック塀にかわる安全なフェンス設置がえ工事に

も補助あるいは貸し付けをすべきと思うがどうか。 

以上、8点についてまずお伺いいたします。 

町長（丸尾 幸雄） 

  尾崎議員の1点目、警報発令までの避難所への早目の自主避難者と避難移動

困難者との避難マニュアルはどうなっているのかについてのご質問に対し、

答弁をさせていただきます。 

まず、「大気中の水蒸気の増加は降水極端現象の頻発をもたらす可能性があ

ると警鐘を鳴らす」のは大雨だけを想定しているわけではありません。 

気象の極端現象には大雨だけではなく異常少雨、いわゆる渇水や異常低温も

含まれております。 

また、気象庁によりますと、台風の発生数、接近数について長期的な変化は

見られず、「強い」以上の台風の発生数や発生割合につきましても、年によ

る増減は見られるものの長期的な変化傾向は見られないそうであります。 

さらに、1901年以降、降水量に明瞭な長期的変化傾向は見られないとも言わ

れております。 

ただ、ほぼ地球全体で地上気温の上昇が起きていることや、1950年ごろ以

降、多くの極端な気象及び異常気象現象の激化が観測されてきたこと、また

日本において予測された将来気候と整合していることから、地球温暖化の影

響があらわれている可能性が考えられると言われております。 

次に、「警報」でございますが、その市町に重大な災害が発生するような警

報級の現象がおおむね３時間から６時間先に予想されるときに、気象庁が発

表することにしております。 

また、避難所は、災害を回避するために人々が身を寄せて一定期間寝泊まり

することができる施設のことであります。 

体育館などふだんは違う目的で使用されているため、開設するためには準備

が必要です。 
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以上のようなことから、議員のおっしゃる警報発令までの避難所への早目の

自主避難と避難移動困難者の避難マニュアルはありません。 

早目に自主避難をしたい場合は、まず安全と思われる公園や公民館など近く

にある避難場所に避難をしていただき、避難所が開設された後、必要があれ

ば移動していただくというのがスムーズな避難につながります。 

警報が出たからといって、全員が必ず避難所に移動しなければならないわけ

ではありません。 

今回、避難所の開設前、体育館に学校の先生しかいないときに2名の方が送迎

をされてきました。 

その送迎をした方は、水防本部に連絡もせずに帰られたようですが、何もな

い体育館で避難移動困難者だけで過ごさせるような行為は非常に無責任な行

為だと思いますので、やめていただくようにお願いをしたところでもありま

す。 

以上、答弁とさせていただきます。 

そのほかのご質問には教育長及び各担当課長より答弁をしてまいります。 

総務課長（岡部 登） 

 尾崎議員の2点目、タイムラインを実施してはどうかについてのご質問に対

し、答弁をさせていただきます。 

タイムラインというものは、事前の防災行動計画として、いつ、誰が、何を

するかを決めておくというもので、台風による大雨のように、段階を追って

災害の危険性が高まることが時間的に予想できる災害に関して有効であると

言われています。 

本町の場合も、台風が接近するまでに土のうの数を確保したり、排水ポンプ

や公用車などの準備、災害備蓄品や避難所の確認、防潮堤の陸閘を閉めるな

ど行政として事前に行うことは決まっております。 

さらに、台風が近づき最接近の時刻が確かなものになると、その時刻の潮位

偏差や上流域の降雨量、満潮、干潮の時刻に気象情報などさまざまな影響因

子を勘案して、どういった防災対策が必要になるのか、最適な対応がとれる

ように努めています。 

ただ、災害には台風だけではなくさまざまな異常気象に地震など、時間的に

想定しがたいものがあります。 

そのようなときにも決して慌てないように、地域で何ができるのか、安全な

避難場所を決めておいたり、そこまでどうやっていくのかなど、その地域で

防災を考えておくことが大切です。 

何が起こるかわからない災害は避難所に避難することだけでは防げません。 

先ほども申しましたが、安全と思われる公園や公民館など近くにある避難場
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所に避難して、自分の安全を確保し、避難所が行政によって開設された後、

必要があれば移動していただくという地域と行政の連携、市町村のタイムラ

インと地域住民のタイムラインの両輪が災害を防ぐためには必要であると考

えております。 

続きまして、尾崎議員の3点目、自治会独自のハザードマップを作成している

のかどうかについてのご質問に対し、答弁をさせていただきます。 

議員ご指摘のように、ハザードマップなどで自分が住んでいる地域を知って

いることは重要であります。 

そのため、町民の方々が台風による水害や地震などの自然災害から身を守

り、安全対策を講じて対処できるようにハザードマップ等を作成し、防災、

啓発に努めています。 

本年7月に、最新の情報を掲載した、風水害編と地震編のハザードマップがつ

いている防災のしおり「防災ＭＡＸ」を町内の全世帯と事業所に配布いたし

ました。 

このしおりを参考に、自分の住んでいる周辺は安全な地域か、危険箇所はど

こか、津波は大丈夫か、通学路はどうか、避難所はどこかなど災害に備えて

いただきたいと考えています。 

また、平成26年度に津波ハザードマップと土砂災害ハザードマップを関係す

る地域に配布し、平成27年度にはため池ハザードマップを関係する自治会に

配布いたしました。 

防災ＭＡＸも含め、これらは町のホームページで見ることができますし、必

要であれば、ため池ハザードマップは産業課に、それ以外は総務課にご相談

ください。 

さらに現在、外国人向けの英語版と小さい子供向けの易しい日本語版の制作

を検討しています。 

次に、尾崎議員の5点目、近年のグラフ災害史を作成、発行し、啓発、危機管

理意識の向上を図るべきだと思うがどうかについてのご質問に対し、答弁を

させていただきます。 

香川県のホームページには過去の災害情報が掲載されています。 

昭和20年から主な風水害等での被害が一覧表として掲載されており、何年何

月の台風ではどこの市町に床上浸水が何件とか、人的被害がどうであったか

とか、掲載されております。 

また、同様に、応永4年、1707年以降の主な地震とそれに伴う被害状況なども

掲載されております。 

そういったデータベース的な資料は書籍でも多数存在しておりますので、本

町が本町だけのグラフ史を作成するよりもそれらを参考にしていただくほう



- 47 - 

がより効率的に防災意識の向上につながるのではないかと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員ご質問の4点目の農用地の修復への補助及び独自の貸付制度につい

て答弁させていただきます。 

7月の大雨の影響で、奥白方地区で7カ所、見立地区で1カ所の小規模な畑の崩

落や2カ所のため池ののり面の崩れなどが発生いたしました。 

町といたしましては、迅速な復旧を図るため、中讃土地改良事務所と協議を

行い、国の農地災害復旧事業等を活用できるよう働きかけを行いました。 

その結果、今回の補正予算案に計上いたしておりますとおり、国の補助金を

活用して事業を行うことになりました。 

もちろん町や個人の負担もございますが、双方の費用負担は軽減されること

になります。 

一方、独自の貸付制度の創設に関しましては現状では検討しておりません

が、農業共済制度等の研究やＪＡ香川県等との意見交換を協議するなど迅速

な災害復旧事業へのご意見として承りたいと存じます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

教育長（田尾 勝） 

  尾崎議員の6点目、8点目の通学路のブロック塀の調査と対策についてのご

質問にお答えします。 

教育委員会では、大阪のブロック塀による死亡事故を受けて、6月26日、町内

の臨時校長会を開催し、通学路の緊急調査を実施するための打ち合わせを行

い、調査日、調査内容、調査方法を確認して、各学校で7月2日までに、教

師、児童・生徒による目視による調査を実施することにいたしました。 

また、並行して、教育委員会、建設課の職員がブロック塀の状況について詳

しく調査を行いました。 

改めて、保護者、教師にも協力してもらいながら、登下校中に子供が足を運

び、現場で目視し、みんなで考え、通学路の危険マップなどをつくりまし

た。 

このことは、児童・生徒が自分自身の判断で身を守ったり、迅速に避難でき

る力を身につける活動に役立ったのではないかと考えております。 

調査の結果ですが、学校敷地内のブロック塀については、2つの幼稚園と、

1つの小学校のブロック塀が危険だということが判明し、うち1件はブロック

塀は撤去しましたが、他の2件についても、予算化し改修工事を実施しようと

考えております。 

そのため、応急措置として、ロープ、コーンなどによって塀に近づくことが



- 48 - 

ないように今現在しております。 

それ以外の通学路のブロック塀については、国の動きも注視しながら、ブロ

ック塀のあり方について検討しなければなりませんが、教育委員会とも相談

しながら、学校主体で通学の仕方、通学路を考えたりして、安全を確認しな

がら登下校するということになろうと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

建設課長（三谷 勝則） 

  尾崎議員のご質問の7点目、ブロック塀対策の制度の拡充があるがどうする

のかについてお答えします。 

本年6月18日に発生した大阪府北部を震源とする大規模な地震において、ブロ

ック塀が倒壊し、大きな被害をこうむったことを受け、6月25日付で国土交通

省より、危険なブロック塀等の撤去等に関する支援について、社会資本総合

整備事業の防災・安全交付金効果促進事業を利用することが可能であるとの

通知がありました。 

その通知を受けて、県では来年度から5年間の時限措置として、民間の危険ブ

ロック塀撤去支援事業の創設を検討しており、各市町に対し、補助制度創設

の意向調査を行い、協議がされております。 

本町におきましても、県や各市町の関係局部と協議検討を進めながら、危険

なブロック塀の解消に向けて積極的に補助制度の創設に取り組んでまいりた

いと思います。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

 それでは次に、4月1日からの介護保険の改定に伴う、高齢者、障害者への

負担増及び8月からの70歳以上の医療費の負担増や町への影響についてであり

ます。 

介護保険制度は1997年に介護保険法が成立し、2000年4月から施行され18年が

経過しております。 

国は当初、家族介護を解決、社会全体で介護を支えるために介護保険制度を

導入するということでありました。 

それにもかかわらず、親の介護のための介護離職、高齢者を介護する老老介

護などが常態化しており、介護心中なども起きており、深刻な事態がますま

す広がっております。 

多くの高齢者が介護の必要性ではなく、重い利用料負担によって幾ら払える

かで受けるサービス内容を決めざるを得ない状況になっております。 

2018年度の年金額が据え置かれたもとで、介護や医療の保険料負担増は、実

質年金額の引き下げと等しく、受診や介護サービス利用の抑制を招きかねな



- 49 - 

い、高齢者の暮らしと命を脅かしております。 

現行制度は利用がふえたり、介護労働者の賃金などに充てる介護報酬が引き

上げられたりすると、直ちに保険料や利用料の負担増にはね返る仕組みにな

っておるわけであります。 

そのため、介護が必要な高齢者やひとり暮らしの高齢者が相対的に多い自治

体ほど、保険料などがより高くなってしまいます。 

一般財源から介護保険財政への繰り入れを行うなどをして、保険料などの負

担増を独自に抑制しておりますが、対策には限界があるわけであります。 

65歳以上の介護保険料は、多くの方が年金からの強制天引きで、今や高齢者

の生活を脅かすほどになっております。 

高齢者の3人に2人は住民税非課税であり、65歳以上の介護保険料の負担が生

活を圧迫をしております。 

にもかかわらず、2016年度に介護保険料の滞納による差し押さえ処分を受け

た65歳以上の人が過去最多の1万6,161人になったことが7月30日までに厚生労

働省の調査でわかり、調査は1,741区市町村に聞いたものであります。 

それによると、16年度に滞納処分を実施した市町村は31.2％で、前年度とほ

とんど差がなかったものの、差し押さえ処分の件数は、15年度の1万3,371人

から2割以上の2,790人もふえました。 

65歳以上の人の介護保険料は、年金から強制的に天引きされる特別徴収が約

9割であり、一方、無年金の人や年金が年18万円以下の人は普通徴収となり、

保険料を納付書に基づいて自分で納めなくてはならないのであります。 

滞納者に対する処分は、差し押さえ処分のほか、滞納期間に応じて、1、利用

料を一旦10割負担させた上で、払い戻しの全部または給付の一時差しどめが

57人。 

2点目に、原則1割の利用料を3割に引き上げ、高額介護サービス費などの給付

を停止する給付の減額等が1万715人に上っております。 

介護保険料は年々上がっており、滞納処分の増加は、低所得者を中心に高過

ぎて払い切れなくなる人たちが広がっていることを示しております。 

また、既にこの8月から70歳以上の高額療養費制度の負担上限が上がり、自己

負担限度額が上がっております。 

年収が約150万円から約370万円の平均的年金受給者の上限額も高くなってお

り、外来の上限額は昨年の8月に1万2,000円から1万4,000円に、さらにこの

8月に1万8,000円に引き上げられ、少し高額な検査などをすれば外来でも医療

費が1万8,000円になることもあり、2年前と比べると5割増しとなっておりま

す。 

高額療養費制度はいざというときのためのものであり、70歳以上はかなりの
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負担増となっております。 

そこでお尋ねをいたします。 

第1点目は、町では介護保険料の滞納者は前年度で何人なのか。 

2点目に、滞納処分としての差し押さえはどのくらいあるのか。 

3点目に、償還払い化はどのくらいあるのか。 

4点目に、給付の一時差しどめはどのくらいあるのか。 

5点目に、給付の減額等はどのくらいあるのか。 

6番目、町への影響額は全部で幾らあるのか、また今後の対策はどうするのか

の、以上の6点について質問をいたします。 

税務課長（泉 知典） 

  尾崎議員ご質問の、1点目と2点目について答弁をさせていただきます。 

まず1点目の、町では介護保険料の滞納者は前年度で何人なのかについてでご

ざいますが、平成29年度の介護保険加入者数は7,681人、そのうち980人が自

分で納める普通徴収となっており、滞納者は89人でした。 

次に、2点目の滞納処分としての差し押さえはどれくらいあるのかについてで

ございますが、平成29年度の介護保険料に対しての差し押さえは1件で、差し

押さえ額が6万5,400円でした。 

以上、答弁とさせていただきます。 

高齢者保険課長（多田羅 勝弘） 

  私のほうからは、尾崎議員ご質問の3点目から6点目について答弁をさせて

いただきます。 

まず、3点目の償還払い化につきましてですが、現時点におきましては該当者

なしとなっております。 

次に、4点目の給付の一時差しどめ実施者におきましても、現時点におきまし

ては該当者なしとなっております。 

次に、5点目の給付の減額等はどのぐらいあるのかのご質問につきましては、

現在利用者負担1割から3割へ、給付を9割から7割へと減額している方が1名で

あります。 

この方につきましては、給付の減額期間が10カ月であり、平成31年5月末で期

間が終了し、利用者負担1割、給付9割へと戻る予定でございます。 

最後に、6点目の70歳以上の高額療養費制度の改正による影響でございます

が、制度開始直後の現時点では情報不足により不明ですが、この改正により

自己負担額の上限が引き上げられる被保険者の人数は、課税世帯のうち、所

得が145万円未満の適用区分に該当する被保険者が約2,800人、内訳としまし

て、国保が約800人、後期が約2,000人、課税世帯のうち所得が380万円以上の

適用区分に該当する被保険者が約50人、国保が約10人、後期が約40人程度と
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見込まれます。 

大きな手術を受けたり長期入院をされている被保険者にとっては、議員ご指

摘のとおり、かなりの被保険者に影響がありますが、今回の自己負担上限額

の引き上げは、負担能力のある高額課税世帯の被保険者を対象としたもの

で、所得の少ない非課税世帯への被保険者には影響がないものとなっていま

す。 

国の制度であり、医療費負担の増加に対する町独自の対策はありませんが、

被保険者の皆様が必要以上の医療費を負担することのないように、自己負担

額限度額認定書の交付や、高額療養費支給申請の勧奨などについて、窓口に

おいて丁寧に説明を行い、適切な制度運用に努めたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

 最後の3点目でございます。 

中学校道徳教科書採択問題と学力テスト結果についてであります。 

戦後初めて検定を通過した2019年度使用の中学校の道徳教科書会社が出そろ

い、それは東京書籍、学校図書、教育出版、光村図書、日本文教出版、学研

みらい、廣済堂あかつき、そして日本教科書の8社であります。 

最後の日本教科書以外は、昨年の小学校道徳教科書を発行した会社でありま

す。 

2018年3月27日、中学校の道徳教科書の検定結果が公開されました。 

この、中学校の道徳教科書だけのために、日本教科書株式会社という新しい

教科書会社が立ち上がったわけであります。 

そして、来春から使われる中学校の道徳教科書の採択に向け、6月から各地で

教科書展示会が開かれ、閲覧され、検討が進み、いよいよ採択されるわけで

すが、道徳が特別の教科となり教科書ができたということで評価がつくこと

になります。 

中学校の道徳教科書8社中、5社が生徒に数字やレベルで4ないし5段階の自己

評価をする欄を設けております。 

それは、中学校で身につけたい22の心という自己評価の欄であり、しかも、

この22の心、項目ごとに、1、意味はわかるけど大切さを感じない。2、大切

さや意味はわかるけど態度や行動にすることができない。3、大切さや意味は

理解していても、態度や行動にできるときとできないときがある。4、大切さ

や意味は理解していて、多くの場面で態度や行動にできているという4つのレ

ベルで自己評価をさせるようになっております。 

生徒は評価を気にします。この自己評価を教師が参考にして自分の評価がつ

くならば、おのずとどういう答えを出し、どんな価値観を持つことがいい評
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価につながるかを考えます。 

それぞれの教材も大きな問題がありますが、最後の自己評価こそが最も大き

な内心の押しつけと言えるのでないかと危惧をしているところであります。 

また、小学校6年生と中学校3年生の全員を対象に、4月に実施した2018年度全

国学力テストの結果が公表されました。 

3年ぶりに行った理科では、実験結果の分析や得られた知見について説明する

などの活用に課題があったとされ、国語、算数、数学も知識活用型問題が苦

手な点は改善しなかった。 

全体的に正答率の低い地域と全国平均の差は小さく、学力の底上げ傾向が続

いたとのことでした。 

そこでお尋ねをいたします。 

第1点目に、現場教師はいや応なく選定された教科書を使わなければならない

が、中学校道徳教科書採択は9月1日発表することになっているが、我が多度

津町では8社中どの教科書会社に決まったのか。 

また、日本教科書、教育出版、廣済堂あかつきの3社は問題があり、特に日本

教科書は圧倒的に不適切な教材が多く、不採択にという要望申し入れに対し

てどのようになったのか。 

また、教科書採択に際し、検討内容はどうだったのか。 

2点目に、子供の成長と教育の価値を国家の数値指標管理に委ねてはならない

が、小学校6年生と中学校3年生全員対象の2018年度全国学力テストについ

て、町内ではどのような結果であったのかの2点をお尋ねをいたします。 

教育長（田尾 勝） 

 尾崎議員の中学校道徳教科書の採択についてのご質問にお答えします。 

教育委員会では、平成31年度中学校道徳の教科書は、日本文教出版を採択し

ました。 

採択に際しては、8社の教科書について、1つは内容の選択、扱いが適切であ

るかどうか。 

1つは内容の構成及び分量が適切であるかどうか。 

１つは表記、表現及び編成上の工夫が見られるかどうかの3点に留意しながら

調査研究を進めてまいりました。 

調査研究及び採択の進め方については、本町教育委員会、そして仲多度３町

合同教科用図書選定委員会において検討してまいりました。 

以上、中学校道徳の教科書の採択についての答弁は終わります。 

続いて、2018年度全国学力・学習状況調査についてのご質問にお答えしま

す。 

全国学力・学習状況調査は、平成19年度より毎年小学校６年生と中学校３年
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生を対象にして実施されており、その目的は、全国的な児童・生徒の学力や

学習状況の状況を把握し、分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改

善を図るとともに、学校における児童・生徒の教育指導の充実や学習状況の

改善に役立てることとしています。 

また、そのような取り組みを通じて、教育に関する継続的な検証、改善サイ

クルを確立することであります。 

本年度は国語と算数、数学、そして理科について、主に知識に関する問題

と、主に活用に関する問題が問われました。 

また、学校質問紙と児童・生徒質問紙を通じて、学習意欲、学習方法、学習

環境、生活の諸側面についてアンケート調査を実施しました。 

議員ご指摘のように、全国的に学力の底上げが進んでおり、また地域間の正

答率が小さくなっております。 

さて、本年度の結果を受けて教育委員会では、町内小学校、中学校で見られ

た正答、誤答の傾向を把握するとともに、質問紙による調査結果と相関関係

を分析し、重点的に取り組んでほしい点について各学校に伝えられるように

今準備をしております。 

また、町内の小・中学校においても、本年度の結果を受け、つまずきが多く

見られる問題を把握して授業改善に生かしたり、児童・生徒やその保護者に

個票を返す際、個々が取り組むべき学習を伝えたり、質問紙調査で見られた

生活環境上の課題についても家庭への啓発活動を行っていきます。 

いずれにしても、学力調査の点数だけに一喜一憂するのではなく、学力調査

の結果を今後に生かせるようにしっかり分析し、教育指導、支援の改善を努

めてまいりたいと考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  ただいま教科書の採択についてでございますが、8社中7社が、モラロジー

研究所とかかわりがある会社と判明しております。 

そういう意味におきまして、光村図書のは人権、平和、共生をテーマに重点

を置いて編集されたわけでございます。 

それには、9の教育委員会と、1の県立中学校が新たに採択されたということ

は喜ばしいことと思います。 

そういう意味で、これからはそういうモラロジー研究所とかかわりのない教

材の教育図書を選択していただきますようよろしくお願いをいたしまして、

私の3点についての一般質問を終わらせていただきます。 

ありがとうございました。 

議長（志村 忠昭） 
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  これをもって10番、尾崎忠義議員の質問を終わります。 

 次に、5番隅岡美子君。 

議員（隅岡 美子） 

  5番、隅岡美子でございます。 

順次一般質問をさせていただきます。 

質問は、児童・生徒の持ち物負担軽減について質問をさせていただきます。 

文部科学省は3日、通学時の持ち物負担軽減に向け、適切に工夫するよう全国

の自治体の教育委員会に求める方針であるとのニュースを聞きました。 

近年では、小学校生にとって、ランドセルが重過ぎるという問題がテレビや

新聞で特集されるようになりました。 

あるテレビでは、小学生が整体院で肩や腰の施術を受け、インタビューに肩

が痛いのでと答えていました。 

教科書や教材などを入れた子供のランドセルが重いことは、子供の成長期に

大変大きくかかわってくると思います。 

私は以前、小学1年生のランドセルを後ろから少し持ち上げたところ、大変重

かったのを今でも覚えております。 

また、改善を求めて多くの声が上がっている中、既に副教材を教室に置いて

いってもよいとする対応をしている学校も出始めています。 

そこでお尋ねをいたします。 

2点ほどお尋ねをいたします。 

まず1点目です。 

多度津町としてのお考えをお伺いいたします。よろしくお願いいたします。 

教育長（田尾 勝） 

  隅岡議員の、児童・生徒の持ち物負担軽減についてのご質問にお答えしま

す。 

まず、質問があった後に、まず実態を把握しなければいけないということ

で、実態を把握させてもらって、それに基づいて町としての考えを述べたら

いいかなというふうに考えました。 

各学校、小学校に対して登下校時の荷物の重さの調査を行いました。 

教科書やノート等が入った状態でのランドセルの重さは、1年生で平均3.3キ

ロ、3年生で4.1キログラム、5年生で4.4キログラムでした。 

ランドセルの重さは、平均約1.4キロ程度でしたので、1年生でおよそ2キログ

ラムの荷物が入っていることになります。 

これは金曜日の調査であります。 

また、月曜日の登校時に、手提げかばん等に入れて持ってくる給食エプロン

や、体操服、上靴等の重さについては、1年生で平均で1.1キログラム、3年生
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で1.4キログラム、5年生で1.4キログラムでした。 

隅岡議員ご指摘のように、登下校の重過ぎる荷物が子供たちの健やかな発達

に影響を与えかねないという懸念から、町としても当然方針としてはそうい

う負担がかからないようにということを考えておるわけですけれども、既に

各学校では国語、社会、算数、理科の主要4教科以外の教科書はふだん持ち帰

らず、学級で預かっているということであります。 

また、学校で扱う問題集や資料集、地図帳などの副教材、習字道具とか絵の

具セット、裁縫道具もふだんは学校に置いて管理しておるということであり

ます。 

以上、実態等を踏まえて多度津町としてはこういう状態なので、伝えて、そ

れで9月6日に文部省のほうから通達がありましたので、子供のそういったラ

ンドセルによる重いということについての負担軽減については、その文科省

の通達を見ながら、できれば軽減していきたいというふうに考えておりま

す。 

以上、実態と方針についてお話をさせてもらいました。 

議員（隅岡 美子） 

  今、教育長のほうから実態等をお話を、ご答弁をいただきました。 

私も考えますのに、教科書が重くなった理由の一つに、ゆとり教育の見直し

の後ページ数がふえ、一部が大型化したためだと思っております。 

ゆとり教育時代に比べ、約35％もページ数がふえていることと言われており

ます。 

1年生の中には、体育道具などを含めると、体重の約半分の重さを背負って通

学している子供もいると考えます。 

専門家は自分の体重の10％から20％以上のものを持つと、体幹などに影響が

出ることを警告をしております。 

そして、この質問をした経緯は、ある地域のほうで、町民の皆様との対話の

中での、ある地域のおばあちゃんに要望いただきまして、うちの孫のランド

セルが非常に重くてかわいそうやというて、何とか対策、少しでも軽くなる

ような対策をしてくださいということで要望をいただいて、今回一般質問を

させていただきました。 

今、教育長の中にお話がございましたように、資料集とか、それから副教材

などは、裁縫道具も含めまして、ふだんは学校に置いて管理をしておるそう

でございますが、学校に管理をしているということは教室の中の後ろの担当

箱のことだと思うんですが、そこに置いて帰っているということで、担当箱

には鍵はついておりません。 

そして、担任のほうにも、そういったところも盗難のおそれがあるので、そ
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ういったことも気をつけていただき、また責任を持って声かけとか見守りを

していくのが大事だと私は考えますが、それについての何か講じる対策など

はありますか。 

ご答弁のほうよろしくお願いいたします。 

教育長（田尾 勝） 

  隅岡議員の再質問にお答えします。 

ロッカーのことを言われておるんだと思いますが、ロッカー自身には鍵をつ

けるということは今のところできていません。 

だけれども、教室の管理ということで、下校時には教室の施錠はしっかり確

認していくということで今現在対応しているということになろうと思いま

す。 

議員（隅岡 美子） 

  ロッカーについては、教室の管理で施錠をきちんとして担任が責任を持っ

ているということのご答弁で、そういうふうに理解をしております。 

また、1年生は自分の意識とか、意思ということがなかなか十分とは言えない

のではないかなと推察をしますが、これについて保護者側に意見を取りまと

めたり、その中で決まったことは自分たちが責任を持って、クラスの子供た

ちも自分たちで意見をまとめた中で守っていくという意識も高まってくると

思っております。 

児童がみずから考えて行動していくようになって、忘れ物も減少していくん

じゃないかなと私は考えております。 

つまり、また質問をいたしますが、児童と保護者にこういった意見などを求

めていただき、それについてのお考えなどをお伺いいたします。 

以上です。 

教育長（田尾 勝） 

 隅岡議員の再質問にお答えします。 

隅岡議員のほうから、保護者のほうにも協力を依頼してあるいはお話を聞い

て進めていくようにということだろうと思うんですけれども、隅岡議員ご指

摘のように、持ち物の管理については、もちろん学校としては戸締まりを、

施錠をして教室の管理をするということなんですけれども、子供一人一人が

整理整頓してロッカーの中にきちんとはめるとか、あるいは名前をしっかり

きちんと書いておくとかという、持ち物を自分自身が管理するというのを、

保護者の方と学校と子供たちに一緒になって指導していくということが根本

に大事なことではないかなというふうに思います。 

最近、いろんな先生の話を聞きますと、やはり持ち物がきちんと置けないと

か、管理ができないとか、机の中は少し整理整頓できていないということか
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ら紛失の事柄が起きたりということも聞きます。 

そういうことも、今後今から教育指導の一つとしてしていかなければならな

いなというふうに考えております。 

以上、答弁とさせていただきます。 

議員（隅岡 美子） 

  先ほどのご答弁の中では、なかなか意見などを集約をしていくということ

は少し難しいかなという理解をしたんですが、まだ再度質問をさせていただ

きます。 

ちょっと難しいことですかね。 

それを私は希望したいんですが。 

再度ご答弁をお願いいたします。 

教育長（田尾  勝） 

  隅岡議員の質問にお答えします。 

保護者の方々の話を、こうしたことについてのどう対応していくのか、学校

としてはこういうふうに考えていってこうしようと思うというような話し合

いの場を持って、そのあり方について検討していくということで取り組んで

いきたいなというふうに思います。 

以上です。 

議員（隅岡 美子） 

  わかりました。 

また質問をさせていただきます。 

また今現在、幼稚園とかまた保育所等に通っている子供たちも、これから1年

生に入学をしてきます。 

そういうことも今後いろんなことが懸念をされてきますし、またこのことも

大きくかかわってくると考えられます。 

またこういったことも踏まえて、対応のほうよろしくお願いをしたいと思っ

ております。 

私も、子供の後ろのランドセルを持ち上げて重いという話は、非常に最近の

話であって、5月ぐらいにこういったランドセルが重いという運気が始まる前

に要望いただいたときに、ランドセルを後ろから持たせてもらったときに非

常に重くて、1年生の体は小さいし、ランドセルの肩にかけるところが小さい

体にぐっと重さを感じたものですから、非常に何とかしたいなということ

で、先ほども答弁にありましたように持ち帰るもの、また置くものというこ

とを選択をし先生が学級ごとにまとめておるということで、本当に安心をし

たわけでございます。 

また、ランドセルが重いということは、私たち議員のほうもしっかりとわか
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っていかないかんなということもありますし、また保護者の方々の理解、ま

た教育委員会の、また教育課の方々の皆様にも、やはり登下校時に実際に現

場を見て、子供たちのランドセルの現場を見ていただけたらなと私は強く求

めております。 

最後になりますが、なかなかできないなというそういったご答弁もありまし

たが、最低限できることから、また最低限できる範囲で結構ですので、少し

でも前に進んでいくように実践をしていっていただきたいなということで、

私は切に思っております。 

また今後も見守っていきたいと思っておりますので、よろしくお願いをした

いと思っております。 

これは要望でございます。 

以上で5番、隅岡美子の一般質問を終わります。 

ありがとうございました。 

議長（志村 忠昭） 

  これをもって5番、隅岡美子議員の質問を終わります。 

それでは、これにて一般質問を終了いたします。 

本日の日程は、全て終了いたしました。 

大変お疲れさんでございました。 

これにて散会をいたします。 

お疲れさんでした。 

 

散会 午後2時05分 
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以上、会議の次第を記載して、その相違ない旨を証するため 
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